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１．はじめに

　鉄道総研では，新型コロナウイルス感染症拡大の影響
により，鉄道事業を取り巻く環境が大きく変化する中で，
自然災害に対する強靭化を始めとする安全性の向上に加
え，デジタル技術による鉄道システムの革新や 2050年
カーボンニュートラルの実現が喫緊の課題となっている
ことなどを踏まえ，研究開発成果のより効率的かつ迅速
な創出や効率的な事業運営のため，2022年 4月 1日付
けで組織改正を行った１）。
　上記のデジタル技術による鉄道システムの革新に関す
る研究開発を加速させるために，旧信号・情報技術研究
部を廃止し，列車運行の自動化や自律化等に資する研究
開発の中核となる信号技術研究部と，分野横断的にデジ
タル技術の活用を促進し，鉄道システムの無人化，省人
化，省力化等に資する研究開発の中核となる情報通信技
術研究部が新設された（図 1）。
　信号技術研究部は，信号システム，列車制御システム，
運転システムの 3研究室から構成され，信号保安システム，
無線式列車制御システム，自動運転などに関する研究開発，
及びそれらシステムの構築支援や安全性評価，そして輸送
計画，省エネ運転を含む運転曲線，運転整理などに関する
研究開発や技術支援を通じて，鉄道の安全性，信頼性，利
便性，そして省エネルギー化の向上に貢献する。また，こ
れまで蓄積してきた鉄道の運行・安全制御に関する固有技
術に，ICT，セキュリティ技術を融合させ，鉄道運行の省
人化・無人化・省設備化に資する成果の早期提供を目指す。
　情報通信技術研究部は，情報解析，画像解析，通信ネッ
トワークの 3研究室から構成され，鉄道各分野のデータ
解析，分野共通の解析技術や解析基盤，カメラ・LiDAR

など各種センサを用いたシステム構築に関する研究開発
により，メンテナンスだけでなく鉄道運行に関わる各業
務の省人化・無人化・省力化の実現に取り組む。また，
5G・Beyond 5Gなどの鉄道環境下での特性把握や評価
方法の確立，最新の無線技術を含む汎用通信回線の鉄道
運行業務へ適用方法の研究開発を通じて，省設備化や利

信号通信分野における研究開発の動向
新井　英樹＊　　福田　光芳＊＊

Trend on Research and Development Activities Related to Railway Signalling and Telecommunication Systems

Hideki ARAI　　Mitsuyoshi FUKUDA

　Railway Technical Research Institute (RTRI) partially revised its organization to aim at railway system 
innovation with digital technology on April 1, 2022. In order to accelerate R&D for a digital railway innovation, 
two divisions, Signalling and Operation Systems Technology Div. and Information and Communication 
Technology Div. were newly established. This paper introduces the trend on R&D activities related to signalling 
and telecommunication systems.
キーワード：デジタル技術，RESEARCH 2025，自律型列車運行，デジタルメンテナンス

図 1　信号技術研究部と情報通信技術研究部
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便性向上に貢献する。さらに，営業・輸送サービス評価
に関する研究開発により，鉄道事業の運営や施策の意思
決定に活用可能な成果を提供する。
　また，2020年度～2024年度の 5ヵ年の鉄道総研の基
本計画である RESEARCH 2025で進めている鉄道の将
来に向けた研究開発では（図 2），特に「列車運行の自
律化」と「デジタルメンテナンスによる省力化」におい
て，それぞれ信号技術研究部と情報通信技術研究部にお
いて，重点的に研究開発を推進している。
　本稿では，上記の鉄道の将来に向けた研究開発の取り
組みと，信号通信分野において，重点的に取り組んでい
る研究開発について述べる。

２．鉄道の将来に向けた研究開発の取り組み

2. 1　列車運行の自律化
　自律型列車運行システムとは，線路内・沿線の状態，
旅客流動，防災・メンテナンス・電力に関するデジタル

情報に基づいて，列車が沿線設備を制御しながら自律的
に，安全かつ柔軟に運行できるシステムを言う。本シス
テムを構築するための主要な技術として，以下の 5つの
開発に取り組んでいる２）（図 3）。
　① 画像・レーダーによる線路内・沿線の異常検知
　② 線路内・沿線の状態や車両の状態に関する情報を統
合して列車運行の可否を判断するアルゴリズム

　③ 列車からの無線による自律的な地上設備の制御
　④ 遅延波及防止・早期遅延回復，省エネ等のための広
域での運行管理アルゴリズム

　⑤ サイバーセキュリティも考慮したリアルタイム列車
間通信

　これらの技術を確立することにより，一般線区におけ
る低コストな自動運転システムや少ない地上設備で高度
な自動運転を実現することができ，鉄道運行の省人化・
無人化・省設備化が期待できる。
　ここでは，上記②の技術として，鉄道ダイナミックマッ
プを活用したリスク判断手法を紹介する。自律的な列車
運行では，各列車にて運行判断に必要となる各種情報の
集約・共有とリスク判断や運行再開判断の自動化を行う
必要がある。車上でリスク判断や運行再開判断を行うた
めの情報基盤として，鉄道ダイナミックマップの開発を
行っている。鉄道ダイナミックマップは，基盤となる地
図や線路図に，各種の異常検知システムで検知した情報
がマッピングされ，階層構造的に管理される。各列車が，
鉄道ダイナミックマップにおける自列車の走行経路上に
ある異常を自列車の現在位置を基に探索する（図 4）。
これにより，走行時の危険回避，運行再開判断の自動化
の実現を目指す。また，鉄道ダイナミックマップは，将
来の自律的な列車運行以外でも，現行の指令員の判断支
援ツールとしても活用できると考えている。図２　RESEARCH 2025 鉄道の将来に向けた研究開発

図３　列車運行の自律化
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2. 2　デジタルメンテナンスによる省力化
　平常時では車上からの設備監視により，変状の進行を
推定し，それに基づく検査・診断により補修・修繕計画
の策定を行う。一方，異常時では，設備の異常を早期に
検知し，被害拡大の防止，発生箇所の同定，要因推定等
の復旧支援を行う。このような鉄道設備のメンテナンス
をデジタルメンテナンスと呼んでいる３）。デジタルメン
テナンスによって省力化を推し進めるため，以下の 5つ
の開発に取り組んでいる（図 5）。
　① 車上計測による軌道・構造物の異常検知技術
　② 車上計測による電車線設備の異常検知技術
　③ 電力機器のネットワーク監視による異常検知技術
　④ インテリジェント分岐器による制御・状態監視技術

　⑤ 共通のデータプラットフォームによるメンテナンス
データの一元管理

　「車上計測」，「ネットワーク」，「予測・判断の自動化」
をキーテクノロジーとして，研究開発を進め，省人化，
無人化，省力化に寄与することを目指す。
　ここでは，上記⑤の概念を紹介する。各分野の設備の
メンテナンスデータを共有するためには，メンテナンス
データを統一的なデータ形式や位置表現で一元管理する
必要がある。これを目的として，「統合分析プラット
フォーム」４）の研究開発を進めている。このプラット
フォームでは，各分野のデータサーバに蓄積されている
対象データの写しを元のデータ形式・位置表現で蓄積す
るミラーサーバと，統一のデータ形式・位置表現で蓄積
する統一形式データサーバ，データ形式・位置表現を変
換する機能を有する装置等で構成される（図 6）。一般
ユーザは，Webサーバと呼ぶインタフェース装置を介
してアプリケーションサーバにデータ解析等の処理を要
求する。これにより，誤った操作によるデータ改変・削
除を防ぐとともに，ユーザ端末の性能によらずに，高性
能なアプリケーションサーバ上で，様々なツールを利用
してデータ解析を行うことができる。

３．重点的に取り組んでいる研究開発

3. 1　鉄道固有技術と ICT の融合による低コスト化
　これまで蓄積してきた鉄道の運行・安全制御に関する
固有技術に，デジタル技術を活用，融合することにより，
装置の低廉化やメンテナンスの省力化を図り，鉄道運行
の低コスト化を狙った研究開発にも取り組んでいる。

図４　�鉄道ダイナミックマップを活用したリスク・運行
再開判断の自動化

図５　デジタルメンテナンスによる省力化
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　本巻に掲載されているが，汎用のカメラや画像処理ユ
ニットには考慮されていない鉄道固有の安全性技術であ
るフェイルセーフ機能を付加する手法や，汎用の安価な
コンピュータボードを鉄道信号システムに適用する際の
安全性確保手法５），そしてメンテナンスの省力化として
CBM（Condition Based Maintenance）を実現するため
の使用環境センシングによる信号用電子機器の寿命予測
手法６）などの研究開発にも重点的に取り組んでいる。

3. 2　カメラ等を用いた実用システムの開発
　先述のテジタルメンテナンスによる省力化など，デー
タ解析を主眼とした研究開発のほか，カメラや LiDAR
などのセンサを用いて，監視・検査等を行うための実用
システムの研究開発にも取り組んでいる。
　列車前方カメラの画像を用いて特殊信号発光機の明滅
を検知するシステム７），車両側面カメラを用いて人物の
接近状況をリアルタイムに運転士に通知するシステ
ム８），本巻に掲載されているハンディカメラによる列車
前方映像を用いた信号設備の管理支援システム等の開発
を行っている。また，研究段階ではあるが，カメラと
LiDARのセンサフュージョンにおり列車前方支障物を
検知する手法９）にも取り組んでいる。これらの開発を
通じて，省人化・無人化・省力化がすすめられた際の安
全性確保に貢献することを目指す。

3. 3　新しい無線通信技術の鉄道運行業務への適用
　信号技術研究部，情報通信技術研究部が連携した取り
組みとして，5Gなどの新しい汎用無線通信技術を鉄道
運行業務へ適用するための検討を行っている。ここでは，
無線式列車制御システムを対象とした研究開発について
紹介する。
　無線式列車制御システムは，軌道回路などの地上設備

を削減できるものの，制御情報を伝搬する伝送装置が必
要となることや，車上装置の機能が増加することなど，
線区条件によってはシステム全体として必ずしも設備減
とはならない。そこで，さらなる設備削減を目的として，
汎用無線通信技術を適用するための導入手順やセキュリ
ティ確保に関する研究を実施している10）。

４．おわりに

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響により，鉄道事
業は大変厳しい状況に置かれているが，デジタル技術を
積極的に活用し，業務の無人化，省人化，省力化など鉄
道の生産性向上に資する研究開発成果を早期に鉄道事業
者へ提供することで鉄道の持続的発展に寄与したいと考
えている。デジタル技術による鉄道システムの革新のた
めためには，鉄道事業者や大学・研究機関，関連企業と
の連携が必要不可欠であり，これまで同様のご支援，ご
助言をお願いする。
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１．はじめに

　近年，画像処理の分野においては，画像センサの高画
質化と処理装置の高性能化，低価格化が進んだことによ
り，高度な画像処理アルゴリズムが比較的廉価で利用可
能となり，様々な分野で活用が進んでいる。鉄道におい
ても，車両や軌道の外観検査１）への活用が進められて
いる。異常検知用途についても，踏切障害事故とホーム
事故が運転事故の半数以上を占めることから，その対応
手段として期待されているが，保安用途への適用では安
全性の確保が課題となる。そこで，信号保安装置に適用
可能な画像式線路内異常検知装置の開発を進めてきた。
本稿では，画像処理システムの構成手法と安全確認手法
について報告する。

２．画像処理システムの概要と課題

2. 1　画像処理システムの概要
　一般に，「画像処理システム」は，カメラなどの画像
センサで撮像した画像データを，画像処理装置で処理し，
画像データより対象物の変化や特徴量を抽出して，記録
や判定などを行うシステムを指すが，本稿では，画像処
理装置の判定に基づき制御出力を行う制御装置を含めて
画像処理システムと定義する。図 1に本稿で扱うシステ

ムの構成を示す。

2. 2　信号保安装置への適用における課題
　信号保安装置は，装置の故障や異常に対して安全側へ
遷移するフェイルセーフの考え方を基本としており，電
子連動装置などの信号保安装置では，演算にフェイル
セーフ装置（FS装置）を用いることで装置故障に対す
る安全性を確保している。異常検知用途の適用例である
光電式の踏切障害物検知装置２）は，図 2のように，発
光部と受光部，処理部より構成されており，発光部の発
光パターン（照査パルス）通りに受光部が受光できてい
ることを処理部が照査する，フィードバック診断を実施
している。発光部および受光部の故障，濃霧等によるレ
ベル低下などの事象に対し，支障物による遮蔽と同様に
診断不一致として検知することで安全を確保している。
　画像処理システムは，従来の信号保安装置と比較して

信号保安装置に適用可能な画像処理システムの 
構成手法および安全確認手法

祗園　昭宏＊　　市川　　武＊＊　　向嶋　宏記＊＊
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Akihiro GION　　Takeshi ICHIKAWA　　Hiroki MUKOJIMA

Nozomi NAGAMINE　　Mitsuyoshi FUKUDA　　Tomonori ITAGAKI

　In recent years, image processing has been applied to the visual inspection of rolling stock and railroad tracks. 
It is also expected to be applied to abnormality detection applications at level crossings and platforms, however 
safety assurance is an issue for signal security applications. In this paper, we report on a method for composing 
an image processing system using general-purpose processing equipment that can be applied to signal security 
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図１　画像処理システムの構成

図２　光電式踏切障害物検知装置の構成
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センシング，画像処理の構成が異なる。センシングにつ
いては，受光部に相当するカメラのみとなり，クローズ
ドループを構成できない事が課題となる。また，画像処
理の構成についても，既存の FS装置の処理部（FS-CPU）
では演算性能の不足により画像処理が困難となるため，
汎用処理装置での画像処理に対する故障検知の考え方の
確立が課題となる。

３．画像処理システムの安全分析

　線路内の異常検知を目的とする画像処理システムにつ
いて安全分析を行った。ここで対象とするシステムは，
図 1に示した構成の画像処理の内容を線路内の異常検知
とし，制御出力を異常検知出力としたものである。具体
的な前提条件を定めてシステムを定義し，リスクを抽出
した後に一般化するというアプローチにより分析を行った。

3. 1　システムの前提条件と安全性解析
3. 1. 1　前提条件
　システムの構成要素に関する各要素の前提条件につい
て述べる。
（1）カメラ
　　 遠赤外線カメラ（Vision Sensing社製：VIM-640）
を対象とし，内部構造を図 3と仮定する。

（2）画像処理部
　　 高性能な汎用処理装置（Intel社製：Core i7 6600U）
を用いて毎秒 10フレーム（100ms）の画像処理を行う。

（3）制御部
　　 FS装置を用いてカメラや画像処理部の故障監視と
制御出力の安全を確保する。

（4）伝送路
　　 カメラと画像処理部の伝送路は，イーサネットとし，
撮像した映像の伝送とカメラの制御を行うためのプ
ロトコルである GigE Visionを用いる。画像処理部
と制御部は，FS装置のインターフェースとする。

（5）その他
　　 アルゴリズムの検知性能は安全分析とは別に検討す
るものとし，アルゴリズム上の欠陥，環境条件等に
起因した危険側未検知は本検討では除外する。

3. 1. 2　FTA/FMEA
　前節で述べた画像処理システムに対して，前記のアプ
ローチにより FTAと FMEAによる分析を行った。FTA
の抜粋を図 4に，図 1および図 3の構成要素に対する
FMEAの結果の一部を表 1に示す。画像処理システム

図３　遠赤外線カメラの内部構成

図４　画像処理システムの FTA（抜粋）

表１　カメラシステムの FMEA 例（一部抜粋）
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の不安全事象を「線路内の異常に対して異常検知出力を
しないこと」と定め，「制御部が検知出力をしない」をトッ
プ事象とした。

3. 2　抽出した事象の整理
　FTA/FMEAで抽出した事象の整理を行った。
3. 2. 1　カメラ
　カメラ内部の故障および環境要因により，①画素値の
異常，②画像固着，③フレーム飛び，④フレームレート
異常，⑤画像の一部欠落・固着の事象が想定される。既
存の障害物検知装置のようなフィードバック診断はカメ
ラには適用困難であり，複数のカメラの比較も画角差に
より直接照合ができない。このため，カメラは単一構成
とした場合に，他装置でカメラの故障を検知する手法が
必要となる。
3. 2. 2　画像処理部
　画像処理の汎用処理装置の故障またはアルゴリズム上
の問題による⑧検知結果誤りの事象が想定される。既存
の信号保安装置の FS装置においても，汎用の処理装置
を二重化して同期処理の結果を比較照合する構成がある
が，画像処理部は非同期で動作し，確率統計を用いるこ
とによる画素値更新の揺らぎが存在し，検知判定が同一
とならない。このため，画像処理への適用に当たっては
A系と B系の非同期動作に対応した照合手法が必要と
なる。
3. 2. 3　制御部
　FS装置を用いるため，制御部自体で発生する危険事
象はないと整理できるが，カメラと画像処理部の異常を
検知する方法が網羅的かつ妥当であるとともに，FS装
置で実行可能であることが求められる。
3. 2. 4　伝送路
　伝送路においては⑥データ改ざん，⑦データ欠落の事
象が想定される。イーサネットでは CRC32による検定
がなされるが，検定の健全性を制御部が把握できないこ
とが課題となる。

４．構成手法の提案

　本章では，安全性解析で抽出した事象と課題に対応す
る画像処理システムの構成手法を提案する。

4. 1　システム構成
　提案する画像処理システムは，単一のカメラと，二重
化された汎用処理装置による画像処理部，FS装置によ
る制御部で構成し，制御出力およびカメラおよび画像制
御部の健全性診断に基づく安全制御を制御部が行う。

4. 2　安全確認手法
　画像処理システムの安全確認手法として，画像データ
への診断データの格納と照査，テストパターンによる診
断，ダイジェストデータの比較機能を定める。
4. 2. 1　画像データへの診断データの格納
　診断データとして，図 5に示すようにフレームカウン
ト，クロックカウント，画像 CRCを画像データに埋め込
む。イーサネットのビット誤り率 10－10，画像データ長
640×480×16＝4915200bitより，誤りが複数個以上含ま
れる確率は 1.21×10－7となる。また，n回連続して CRC
が一致する 1時間あたりの確率は CRCのビット長mに
対して，2－m×n×3600［s］×10［fps］＝2250×24－m×n［/h］と
なる。これより，伝送上の見逃し誤りと固着の誤認の確
率を考慮し，画像 CRCのビット長m＝16，画像の固着
を判定するまでの回数 n＝3とした。
（1）画像 CRC
　　  N（0，0）からN（636，479）までを対象とした CRC16
の値をカメラの FPGAで計算し，付与する。図 6に
示すように，画像処理部で再計算し，格納値と再計
算値の一致を制御部で照査する。

（2）フレームカウント・クロックカウント
　　 カメラの内部で計数する，フレーム通番をフレーム
カウント，フレーム前後の間隔をクロックカウント
として格納する。図 7に示すように，画像処理部で
フレームカウントを追加付与し，制御部の FS-CPU
でデータ欠落を考慮した照査をおこなう。

4. 2. 2　テストパターン
　カメラおよび画像処理部の CRC計算の健全性を診断
するため，テスト用画像データをテストパターンとして
カメラ内に用意し，定周期あるいは制御部からの要求の
都度，画像データとして挿入する。画像処理部は画像デー
タと同様に CRCを再計算し，制御部はテストパターン
の CRCの正解データとそれらを照査する。
4. 2. 3　ダイジェストデータ
　非同期動作する画像処理部の健全性診断の方法とし
て，処理結果のダイジェストデータ同士のハミング距離
を評価する。まず図 8（a）に示すように画像処理により
画素単位の検知あり／なしの二値化した検知結果に対し

図５　画像データへの診断データの格納
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てブロックサイズ Kで検知結果を分割し，各ブロック
内での検知の有無を計算することでダイジェスト化し，
次に図 8（b）に示すようにラスタスキャン順でシリアラ
イズする。そして，図 8（c）に示すように A/B系のデー
タでハミング距離を計算し，予め定めたしきい値以下で
あることをもって両系が健全と判定する。

4. 3　安全確保の考え方
　抽出したカメラシステムの故障モードと診断手法の対
応を表 2に示す。各項目の概要を以下に述べる。

4. 3. 1　画素値の異常
　画素値の異常については，画像処理部の画像処理アル
ゴリズムにおいて，ホワイトレベル，コントラストなど
の画像品質を計算し異常を検出する，画像処理部の故障
については制御部の FS-CPUにおいて画像処理部 A系
と B系の出力を比較照合することにより検知する。画
像処理部による画素値の異常検出，および異常検出の系
間不一致を制御部で検知することで，安全を確保できる。

図６　画像処理システムの構成と画像 CRC による検定処理の関係

図７　カウント値の照査

図８　ダイジェストデータの生成と照合
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4. 3. 2　画像固着
　画像固着については，診断データのうちの画像 CRC
の変動を制御部の FS-CPUが監視し，値が不変となる
ことを検知することで判定できる。通常，静止物を撮像
した場合でもイメージセンサに発生するランダムノイ
ズ３）４）により画素単位で画素値に微小な揺らぎが発生す
る。このため，画像 CRCは毎フレーム変化することが
期待される。異なる画像の CRCが同一となる事象につ
いても，3回連続する確率は 1.27×10－10［/h］と十分に
低く，また毎秒 10フレーム取得することから判定条件
を 3フレームとすることの検知遅延への影響も小さい。
4. 3. 3　フレーム飛び
　フレーム飛びについては，診断データのうちフレーム
カウントの増加量を制御部の FS-CPUで監視すること
で判定できる。
4. 3. 4　フレームレート異常
　フレームレート異常は，診断データのうちクロックカ
ウントの値と画像処理部が付与する周期カウンタ値を制
御部の FS-CPUで監視することで判定できる。フレー
ムレート異常は，前後のフレーム間隔が 100msを逸脱
する事象となることから，図 7に示したようにカメラと
画像処理部それぞれの計時を照査することで，フレーム
レートと計時機能の両方の健全性を監視できる。
4. 3. 5　画像の一部欠落・固着
　画像の一部欠落・固着は，カメラの補正処理を行う領
域の故障を想定しており，カメラによる自己診断の健全
性を保証できないことから，制御部の FS-CPUが外部
診断を行う方法として，テストパターンと画像 CRCを
用いる。テストパターンはカメラの補正処理に挿入され，
カメラ，画像処理部がそれぞれ画像 CRCを計算する。
画像の一部欠落・固着が生じた場合は，テストパターン
が破壊されるため，正解データと異なる画像 CRCが付
与され，制御部は正解データと比較できることから，こ
れを検知できる。
4. 3. 6　データ改ざん
　データ改ざんは，診断情報のうちの画像 CRCについ
て，カメラの付与した画像 CRCと画像処理部の A/B系

がそれぞれ付与する画像 CRCが一致することを制御部
の FS-CPUが監視することで検知する。定期的にテス
トパターンを挿入することで，カメラ，画像処理部それ
ぞれの画像 CRC生成機能の健全性を併せて監視する。
4. 3. 7　データ欠落
　データ欠落は，フレーム飛びと同様の事象であるが，
ここでは A/B系で受信状態が不一致となる事象を言う。
データ欠落により系間の処理状態の乖離が生じてアベイ
ラビリティを損なうことが考えられるが，FS-CPUは，
画像処理部各系の出力を 2周期保持する構成としてお
り，その中から同じフレームカウントのデータを探して，
比較・照合することでデータ欠落に対するアベイラビリ
ティを確保する。
4. 3. 8　検知結果誤り
　検知結果誤りは，画像処理部の故障により異常を検知
しない事象であり，画像処理部 A/B系の生成するダイ
ジェストデータのハミング距離を制御部の FS-CPUが
検定することで誤りを判定できる。検知結果としての異
常の有無を比較するだけでは潜在的な故障を検出できな
いが，処理データをダイジェスト化することにより各系
への入力と学習がおよそ同等であることを監視すること
が可能となり，潜在故障を検出できる。

4. 4　提案手法の主な利点
　提案する画像処理システムの構成および安全確認手法
の利点は 2つある。一つは既存の FS装置を安全確保の
手段として適用できることである。画像処理は演算量が
多く，膨大な情報を取り扱うことから，FS装置への組
み込みは困難であったが，処理と照合を切り離して FS
装置の役割を汎用のセンサおよび処理装置の故障監視と
保安制御に特化することで適用が可能となった。監視の
方法についても，汎用装置の出力の一致や正解データと
の比較，またはハミング距離の計算などであり，データ
サイズを CRCやダイジェストデータに圧縮すること
で，FS-CPUでの比較・照合に対応可能としている。
　もう一つの利点は，非同期かつ内部状態の異なる処理
の比較照合ができる点である。画像処理アルゴリズムに
おいて確率統計を用いることによる揺らぎや，伝送状態
の差により画像処理部が厳密に同一とならない処理でも
照合可能となる。この手法は，より高度な画像処理アル
ゴリズムに適用可能であるほか，三重系以上の冗長化に
より異常系の検出と切り離しが可能となることから，ア
ベイラビリティの向上が見込まれる。

５．装置試作と検証試験

　提案した対策手法を適用した踏切異常検知装置を試作
し，安全技術の評価試験を行った。踏切異常検知装置の

表２　カメラシステムの故障モードと診断手法の対応
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構成を図 9に，データフローを図 10に示す。
　汎用装置による画像処理と，FS装置による診断と制
御を組み合わせることにより，100msec周期での画像処
理を診断できることを確認した。また，故障診断機能に
ついて，抽出した故障モードを試作した装置に発生させ

た場合にフェイルセーフな制御部で異常や故障を検知
し，安全側に制御できることを確認する工場内試験を実
施した。試験項目と試験方法，試験結果を表 3に示す。
試験項目（1）～（6）のそれぞれについて，意図した通
りに異常検知・安全側固定できたことから，各ユニット
の故障や異常に対して安全上問題ないことを確認できた。

６．まとめ

　カメラを用いた画像認識システムを高い安全性が要求
される分野に導入するために，システムを一般化した機
能ブロックとして定義し，安全性解析によりシステムの
危険側事象を抽出するとともに，課題の整理をおこなっ
た。抽出した危険側事象と課題への対策手法として，画
像データへの診断データの付与と照査，テストパターン
による画像 CRCの健全性確認，ダイジェストデータに
よる画像処理の健全性確認を提案するとともに，カメラ
を用いた踏切異常検知装置について検証用のシステムを
試作して人工故障試験を実施し，安全上問題ないことを
確認した。
　カメラを用いた画像認識システムを信号保安用途に適
用するための構成手法を確立できたことから，今後は，
鉄道の信号保安分野におけるカメラを用いた画像処理シ
ステムの活用のため，試作したシステムの構成手法，診
断手法を基に，線路内の異常監視を行うシステムの実用
化に向けた検討をおこなう。
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図９　試作したシステムの装置構成
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図 10　試作したシステムのデータフロー
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１．はじめに

　連動装置は，列車在線，進路設定，転てつ器開通方向
など，制御の状態が 2値により処理されるため，リレー
制御に適している。現物のリレーによって連動論理を構
築する継電連動装置は，規模が大きくなると設置スペー
スを要しコストが嵩むデメリットがある。このため，
CPUを用いた電子連動装置が実用化されており，実用
化当初は，リレー論理によらずに駅固有条件を定数デー
タで与える手法がとられていたが，リレー論理のメリッ
トが再認識され，論理式で処理する仕組みが広く実用化
されている。連動論理の作成は容易ではないため，電子
連動装置では論理式を結線図という図形式への変換を可
能とし，連動表からの自動作成も実現されている１）。
　ところで，規模の大きくない駅では現物リレーによる
設置スペースのデメリットはなく，リレー論理のメリッ
トが再認識されたことから，継電連動装置も再評価され
た。継電連動装置のリレー論理は，リレーを現物で設置
することから施工コストの低減が要となっており，回路

規模を最小化するため論理式と等価とならずに，回路網
の形状となる。電子連動装置と比較して，回路設計に熟
練を要するため，継電連動装置の結線図自動作成の要望
が高まり，研究を行ってきた２）～５）。本稿では，回路規
模の最小化手法について，論理演算法則適用によるリ
レー接点数削減方法を中心に述べる。

２．連動結線図自動作成手法の概要

　連動結線図をコンピュータによって自動作成するフ
ローを図 1に示す。連動結線図は，連動装置の仕様を定
めた連動図表に基づいて作成する。連動図表から連動結
線図への変換方法は，標準結線図に記述されており，シ
ステム化に当たって，回路種別ごとに一般化を行い（図
2），連動図表との関連を明確化した（図 3）。対象とす
る連動図表を標準結線図との関係から回路網を自動構築
し，CAD図面に自動レイアウトして出力する。
　回路規模を最小化するには，回路方式の選択，リレー
の共有，及びリレー接点削減の 3通りがある。連動装置

継電連動装置の結線図自動作成における回路規模最小化手法
関根　　俊＊

Circuit Scale Minimization Method for Automatic Wiring Diagram Creation of Relay Interlocking Devices

Satoshi SEKINE

　In automatic generation of wiring diagrams for relay interlocking devices, we have developed a method for 
minimizing circuit size and a method for minimizing circuit modifications during station modifications. To 
minimize the circuit size, the equivalent circuit of Boolean algebra is applied to reduce the number of contacts. 
Then, the wiring diagrams are structured hierarchically so that the equivalent circuit can be applied at each level 
to deal with complex circuits. Regarding the minimization of circuit changes, we created a circuit in which the 
contacts before and after the construction were mixed by associating the circuits before and after the 
construction. Using the created circuit, we made it possible to minimize the changes by the newly devised 
equivalent circuit before and after the construction.
キーワード：連動装置，リレー，結線図，連動図表，ブール代数

図１　連動結線図自動作成フロー
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の回路方式は，進路選別式５）と進路てこ式があり，規
模の大きさで優劣が決定される。リレーの共有は，本来
別々に設けるリレーを同時に設定されない条件で，1つ
にまとめる。例えば，図 3において，3Rと 4Rの接近
鎖錠リレーはそれぞれに設けるが，同時に進路設定され
ることがないので 1つに統合できる。リレー接点の削減
については，論理演算法則を用いて接点数の少ない方に
適用することにより行われる。最初の 2つは連動装置の
機能に依存するもので，標準結線図の適用の範囲内とな
り，3つ目は回路形状に依存するものとなる。そこで，
標準結線図により「原回路網」を作成し，これに対して
論理演算法則を補元則，冪等則，吸収則，分配則の順に
接点数の少ない方向に適用して「最適化回路網」を作成
する 2段構成とした。

３．回路規模最小化手法

　回路規模の縮小は，以下に示す論理演算法則を要素の
少ない方向に適用することで実現する。
①冪等則
　A and A＝A A or A＝A
②補元則
　A and Ā＝0 A or Ā＝1
③吸収則
　A and （A or B）＝A A or （A and B）＝A

④分配則
　A and （B or C）＝（A and B） or （A and C）
　A or （B and C）＝（A or B） and （A or C）
　しかしながら，回路が複雑になると適用が困難となる
場合がある。例えば，A and （B or C） and Aという回路
においては，左端と右端の Aは冪等則により統合され，
A and （B or C）となる。これは，括弧内（B or C）を一
つの要素として置き換えることにより，冪等則を適用し
ている。論理式のみで表現できる場合は，この括弧の位
置を特定することにより，論理演算法則を適用していく
ことができるが，回路図として表現されている場合は，
回路構造を読み取る必要がある。以下にその手法を述べる。

3. 1　要素回路単接点化法
　構造のある回路において，論理演算法則を効率的に適
用するために，図 4に示すように分岐点間の単純構成の
直列要素回路や並列要素回路を単接点に置き換え，この
単接点を通常の接点と同様に単純構成の回路の一要素と
して扱い，さらに単接点化することで回路を階層構造化
する手法を考案した。これにより，それぞれの階層で論
理演算則による接点削減を行うことができる。具体的な
手法を図 5に示す。上段の回路において，最内包の並列
要素回路 C or Dを単接点とすることにより，B接点と
の直列要素回路 B and （C or D）が現れる。この直列回
路を単接点とすることにより，E接点との並列要素回路

図２　接近鎖錠リレー回路の一般化例

図３　連動図表と結線図の対応関係事例
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（B and （C or D）） or Eが現れる。これを繰り返すこと
により，回路の階層構造が構築できる。

3. 2　論理演算法則の拡張定理による接点数削減法
　論理演算法則として定義されていないが，定理として定
めておくことで効率的に接点数を削減する方法を説明する。

3. 2. 1　補元吸収則
　図 6の回路において，左側は吸収則に似た形状をして
いるが，共通接点が notとなっているところが異なる。
分配則を適用すると，右側の形状となり接点数が削減で
きる。この定理を「補元吸収則」と呼ぶことにする。
　この定理による適用事例を図 7に示す。信号機 1Rは，
過走防護として転てつ器 21を，着点対向進路として入
換標識 31Lを鎖錠する。信号制御リレー回路において，
21KNPR接点は転てつ器の開通を照査し，21TLSR or 
21KRPRは着点対向進路が開通していないことを照査
する。21KRPR接点は，対向とならない進路を除外する
進路が存在する場合に挿入するものであるが，21が過
走防護により定位に鎖錠されるのであれば必要ない条件
である。補元吸収則を適用して，21KNPRと 21KRPR
間の否定関係から，21KRPRを削除することができるた
め，挿入の有無を判断する必要がなくなる。なお，過走
防護がなければ，21KNPRは挿入されないため，21TLSR 
or 21KRPRはそのまま残る。
3. 2. 2　補元吸収則逆適用
　回路規模を最小化するには，論理演算則を接点数が少
なくなる方向に適用するのが基本であるが，一旦接点の
多い方向に適用することによって，より多く削減できる
場合がある。図 8の左側の回路は，論理演算法則では直

図４　要素回路の形状

図５　要素回路による単接点化手法

図６　補元吸収則

図７　補元吸収則適用事例

図８　補元吸収則逆適用事例
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接的には接点数を削減できない。ところが，補元吸収則
を逆適用することにより，右側の回路のように接点数を
削減できる。以下に 2つの事例を紹介する。
①事例 1
　図 8は，てこリレー回路における現示時素不正動作回
路の共有化事例である。変換手順を論理式で簡略的に示
すと以下のようになる。
　（A or B） and C̄） or （（A or C） and B̄）
＝（（A or B or C） and C̄） or （（A or C or B） and B̄）
＝（A or B or C） and （C̄ or B̄）
　1行目の A or Bに C，A or Cに Bを，補元吸収則を
適用して orで挿入すると，2行目のように A or B or C
が共通となる。これに，分配則を逆適用することで 3行
目のように Aが 1つ，図 8の例では 2接点削減される。
②事例 2
　信号制御リレー回路の車両接触限界支障軌道回路にお
いては，以下の論理変換により共有化できる場合がある。
　（（A or B） and C） or （Ā and B and D）
＝（（A or B） and C） or （Ā and （A or B） and D）
＝（A or B） and （C or （Ā and D））
　1行目のĀ and Bに補元吸収則を適用して，Bに A
を orで挿入すると，2行目のように A or Bが共通とな
る。これに，分配則を逆適用することで 3行目のように
Bが 1つ削減される。

４．工事用連動結線図自動作成

　これまでは，回路としての接点数の削減方法を説明し
てきたが，実際の設計においては駅構内改良による工事
用の結線図を作成する場面が多い。工事用の結線図作成
においては，改修の工数を削減するために，接点数を削
減する以上に，回路の変更点を最小化することを重視し

ている。そこで，工事前後の変更点を最小化した工事用
結線図を自動作成する手法を開発した。図 9に，自動作
成のためのフロー図を示す。

4. 1　工事前結線図読み取り手法
　CAD図面で作図された結線図の接続関係の自動読み
取りは，結線図の自動論理検証を実現するために既に開
発済みである６）。しかし，論理検証のみであるので，回
路の探索に必要なリレー接点シンボルとその接続関係の
みを読み込むものであり，回路形状は駅ごとに異なるた
め，単純な接続関係だけでは回路内の各リレー接点の意
味を読み取ることはできない。そこで，回路を構造化す
ることにより実現した。以下にその手順を示す。
（1）直列回路の読み取り
　CAD図面から結節点又は電源間の直列回路を読取る。
（2）分岐点の作成
　結節点から分岐点を作成する。1つの分岐点から複数
に分岐している場合は，図面上分岐点ごとに結節点を作
図するが，回路ネットワークとしては，1分岐とするの
で，直接接続されている結節点を集約する。
（3）要素回路の作成
　左右の分岐点が共通な直列回路を並列要素回路とし，
その構成要素を直列要素回路とする。これを並列要素回
路が作成できなくなるまで繰り返す。
（4）最上位直列要素回路の作成
　並列要素回路の構成要素にできない直列回路を，最上
位の直列要素回路とする。

4. 2　工事前後リレーの対応付け
　リレー名称は，工事前後で異なる場合があるため，工
事用連動図表６）を仲介して自動的に対応付ける。工事
用連動図表は，改修状態を表した線路図 CAD図面を有

図９　工事用連動結線図自動作成フロー図
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しており，線路上設備の工事前後名称が対応付けられて
いる。線路上設備とリレー名称との関連は定められてお
り，結線図 CAD図面から読み取った工事前リレーを工
事前連動図表の信号機と対応付けることができる。工事
後のリレー名称は，工事後連動図表から自動作成される
ので，明確に関連付けられる。これにより，線路上設備
の工事前後の対応関係からリレー名称の工事前後対応関
係が構築できる。

4. 3　工事前後混在回路作成手法
　工事用結線図は，工事前後が混在した形状で作図され
る。そこで，コンピュータ内に工事前後を混在させた回
路ネットワーク（工事前後混在回路）を作成し，そのネッ
トワーク内でリレー接点の工事前後対応付けを行うこと
により，最終的な工事用結線図を作成する。
4. 3. 1　工事前後混在回路の初期作成
　4. 1節で説明した工事前結線図の回路構造化による最
上位の単接点化回路の形状から，各単接点の意味を把握
することができるため，4. 2節で説明したリレーコイル
の工事前後対応関係に基づき，工事後に自動作成される
回路ブロックを対応する工事前単接点化回路に隣接して
挿入することにより工事前後混在回路を作成する。
4. 3. 2　工事前後等価回路による工事前後接点対応付け
　工事前後混在回路の初期状態では，全ての接点が工事
前後の対応付けがなされていない。これらの接点をできる
だけ多く対応付けることにより変更点を最小化していく。
工事前後の対応付けに当たって，工事前後接点と既設接
点との間の等価回路を図 10のように定め，これを適用す
ることにより行う。なお，図に定める記号において，＋は
工事後，－は工事前を示し，等価回路において＋－を入れ
替え可能とする。結線図の接点の描画色は，赤が工事後
のみ，黄色が工事前のみ，黒が工事前後とも存在とする。

①基本則
　工事前後で対応付けられたリレーの新設接点と撤去接
点が直列又は並列に関わらず直接接続されている場合，
それらを統合して既設接点とする。また，リレーの工事
前後対応関係によらずに，新設接点と撤去接点の直列回
路と並列回路は等価，すなわち andと orは交換可能と
なる。このことから，次に示す分配則と混合則の andと
orは交換可能となる。
②分配則
　一般的な分配則とは若干異なり，工事前後反対接点に
対して分配する場合は，少なくとも 1接点のみ配置され
ればよい。
③混合則
　工事前並列回路と工事後並列回路の直列接続は，工事
前後接点を直列接続して並列回路とすることができる。
これは，分配則の and分配から導き出せる。また，工事
前直列回路と工事後直列回路の並列接続は，工事前後接
点による並列回路として直列接続することができる。こ
れは，分配則の or分配から導き出せる。

4. 4　工事用結線図作図手法
　前節までの作成される工事前後混在回路は，コン
ピュータ上で表現されるネットワーク構造となってお
り，これを CAD図面上に作図する必要がある。CAD
図面に作図する際の回路の単位は，結節点間の直列回路
としており，4. 1節で述べた CAD図面からの読み取り
手順を逆に実行することで作図できる。ただし，工事用
図面の場合，工事前後が混在した 1つのネットワーク回
路が構築できており，接点の改修状態（既設，新設，撤
去）は設定したが，回路線の改修状態は指定していない。
回路線の改修状態は，局所的には接点と同一状態となる
が，異なる改修状態の接点が混在する場合，その境界で

図10　工事前後2状態混在等価回路
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処理が必要となり，接点を短絡するための渡り線を作図
する必要がある。作図方法は，要素直列回路全体が既設，
すなわち工事前後両方の接点が存在する場合，新設接点
に対して撤去渡り線を，撤去接点に対して新設渡り線を
作図することが基本となる。要素直列回路の構成要素が
要素並列回路の場合は，その要素並列回路自体が撤去又
は新設であれば全体に渡り線を作図する。

4. 5　接近鎖錠リレー回路への適用例
　接近鎖錠リレー回路における適用例を紹介する。工事
前結線図を CAD図面から読み取り，単接点化を進めて
いくと，最終的に図 2の接近鎖錠リレー回路の一般化形

状が現れる。工事後に自動作成される回路ブロックを対
応する工事前単接点に直列に挿入することにより工事前
後混在回路の初期状態が作成できる。図 11は，接近鎖
錠リレー回路の一部を構成する進路開通回路の工事後自
動作成回路ブロックと工事前単接点の直列回路を示す。
工事後回路ブロックと工事前単接点化を展開すると 2段
目の回路となる。一般的な論理演算法則の交換則を適用
して工事前後で対応する接点が隣接するように並べ替え
ると 3段目の回路となる。2RA＋ or 22KNPR＋と 2RB－ 
or 22KRPR－を単接点として扱って混合則を適用するこ
とにより，4段目の回路となる。2RA－に対して分配則
を適用した後，2RA，21KRPR，2RC，21KNPRに対し
て基本則が適用可能となり，5段目の回路として変更点
最小化が完了する。
　6段目は，回路線の作図例である。22KNPR＋は新設
であり，この接点を含む直列回路が他にないため，接点
上の回路線を新設線とする。2RB－ or 22KRPR－は撤去
であり，これを含む直列回路に既設の 2RA or 22KNPR＋

があるから，接点上の回路線を撤去とするとともに，新
設の渡り線を作図する。

５．おわりに

　連動装置の設計支援システムに対する研究開発として，
これまでに連動図表作成支援機能，連動検査チェック表自
動作成機能，連動結線図自動作成機能，さらには踏切制御
装置やATS-P制御装置との相互支援機能と総合的に取り
組んできた。本報告は，連動結線図自動作成機能において，
精度向上としての回路規模最小化と，拡張機能としての工
事用図面対応を行った。これにより，研究課題としての取
り組みは終了し，今後はシステムの実用化を推進していく。
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55回鉄道サイバネ・シンポジウム論文集，2018

６）関根俊：工事用連動図表作成システムの開発，鉄道総研報
告，Vol.20，No.10，pp.11-16，2006

図11　�進路開通回路の等価回路による変更点最小化例
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１．はじめに

　近年，Raspberry Piに代表される入出力機能や演算機
能を備えた安価なボードコンピュータが入手可能になっ
たことやWi-Fiなどの普及により，汎用端末と安価な通
信手段を組み合わせたシステムが様々な用途で提案され
ている。その用途の一つとして状態監視・遠隔制御が挙
げられるが，保安に関わる用途への適用では安全性を確
保することが重要である。また，汎用端末や公衆無線の
利用においては，サイバーセキュリティの観点でも安全
を確保することが求められる。本稿では，保安用途への
汎用モバイル端末の適用手法１）を発展させて，汎用端末
により接点入出力システムを構成するための，疑似乱数
と暗号化技術を用いた安全性確保手法について報告する。

２．保安に関わる用途における入出力の課題

2. 1　検討システムの構成
　保安用途の入出力装置として，電子連動装置の現場装
置との入出力装置である電子端末２）３）が挙げられる。電
子連動装置の装置構成を図 1に示す。電子端末は，連動
論理部からの指示により現場装置を制御するとともに，
現場装置の状態を取得して連動論理部に表示（通知）す
る。ここでは，電子端末を Arduinoや Raspberry Piなど
のボードコンピュータ（汎用端末）に，連動論理部と電
子端末間の伝送を汎用の伝送装置と公衆無線にそれぞれ
置き換えたシステムについて検討を行った。

2. 2　電子端末の安全要件
　電子端末の安全要件は，対象となる現場装置の危険な
状態を安全と誤認しないこと，制御出力の安全を確保す
ることの 2点であり，①入出力の故障対策，②健全性確
認手法，③故障時の安全側固定の 3つの原則によって実
現している。電子端末の安全確保の考え方について以下
に示す。また，各要件への対応を表 1に示す。
2. 2. 1　入力
　入力については，一般に信号用リレーの落下状態が安
全側状態，扛上状態が危険側状態となるため，入力回路
の故障によりリレー状態を扛上状態と誤認するリスクが
十分に低いことを安全確保の方針としている。
　入力回路の例を図 2（a）に示す。リレー状態の入力に
おいては扛上状態の誤認が不安全事象となる。ここでは，
フォトカプラが短絡故障した場合に扛上状態の誤認が想
定されることから，照査パルス信号でゲートを制御する
ことによりフォトカプラの状態を周期的に変化させて短
絡故障を検知することで入力回路の健全性を診断する。
具体的には，入力が照査パルスに対応して変化する場合
を扛上状態として採用し，不一致の場合は安全側状態と
認識する。また，一つのリレーについて N/Rの 2接点
を監視する冗長化を行う。
2. 2. 2　出力
　出力については，一般に出力リレーの動作が危険側状

汎用端末を用いた保安用途向け接点入出力システムの構成手法
祗園　昭宏＊　　福田　光芳＊＊　　中澤　幸弘＊＊＊

Configuration Method of Relay Input-Output System for a Safety-related Application Using General Purpose Devices

Akihiro GION　　Mitsuyoshi FUKUDA　　Yukihiro NAKAZAWA

　In recent years, inexpensive single-board computers with input/output functions and arithmetic functions, such 
as Raspberry Pi, have been used for various purposes. Condition monitoring and remote control can be 
mentioned as one of its uses. However, it is very important to ensure safety when applying single-board 
computers, for example, to safety related equipment. This paper introduces a safety assurance method using 
pseudo-random numbers and encryption technology to configure a relay-based input/output system with a 
general-purpose device.
キーワード：汎用端末，信号保安，遠隔監視，フェイルセーフ

図１　電子連動装置の構成

 
＊　　　情報通信技術研究部　通信ネットワーク研究室
＊＊　　情報通信技術研究部
＊＊＊　  旧信号・情報技術研究部　列車制御研究室（現　東海

旅客鉄道株式会社）
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態，落下が安全側状態となるため，出力リレーの制御に
おいて出力回路の故障により不正動作となるリスクが十
分に低いことを安全確保の方針としている。
　出力回路の例を図 2（b）に示す。出力リレーの制御は，
フェイルセーフドライバを介して行う。フェイルセーフ
ドライバは，制御ユニットより規定の交番信号が入力さ
れた場合に出力する回路であり，さらにリレー出力の
フィードバック入力を照査（フィードバック診断）し，
異常を検知した場合に交番信号の停止と半導体リレー
（Solid Stare Relay: SSR）の制御により出力リレーを落
下させ，安全側固定する構成としている。
2. 2. 3　伝送
　連動論理部と電子端末間でフェイルセーフ通信を行
う。通信手順は，連動論理部からのポーリングに電子端
末が応答することによる。フェイルセーフ装置である論
理部と電子端末が，それぞれ電文の伝送誤りと伝送途絶
の検出，異常検出時の安全側制御を行う。伝送誤りの情
報は破棄し，伝送途絶時に連動論理部は状態認識を落下

側，電子端末は出力を行わないことで安全を確保する。
連動論理部と電子端末間の伝送路は信頼できるネット
ワークを前提とし，自営の有線伝送路を用いる。
2. 2. 4　処理
　照査パルス診断，フィードバック診断などの電子端末
に割り当てられた処理について，系間照合を行い，不一
致となる場合は動作を停止する。交番信号を停止するた
め出力も安全側となる。また，動作停止時は伝送途絶と
なるため，連動論理部が入力を安全側状態で認識する。
入力，出力，伝送についても同様に系間照合を行い，安
全を確保する。

2. 3　汎用端末適用の課題
　ボードコンピュータは処理，入出力，伝送の機能を持
つ点では，電子端末と同様である。入出力の故障対策と
して，照査パルス診断やフィードバック診断を適用した
場合も，処理部が非フェイルセーフであるため対策の健
全性を保証できない。また，故障時に入出力を安全側に
固定する仕組みを装置単体では有しておらず，入力回路
の故障，出力回路の故障により不安全事象に至る可能性
がある。
　セキュリティの観点では，図 3の階層モデルで示すよ
うに，汎用端末，伝送装置，公衆回線のうち信頼できる
箇所は汎用端末のユーザーアプリケーション部分のみで
あり，それ以外の箇所において，なりすましや改ざん，
途絶などのサイバー攻撃が想定される。
　汎用端末の適用にあたっては，これらのリスクについ
てコストメリットを損なわずに解決することが課題とな
る。また，システムの保守や更新が，汎用端末の短い製
品寿命に制約されないことも求められる。

３．汎用端末を適用するための安全要件

3. 1　安全要件の拡張
　入出力に関する不安全事象である，入力情報の危険側
誤認と危険側の誤出力について，汎用端末では電子端末
のような装置単位での安全確保が困難である。そこで，
汎用端末を用いたシステムで安全を確保するよう，安全
要件の拡張を行った。

表１　入出力の安全要件

図２　電子端末の入出力 図３　検討システムの階層モデル
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3. 1. 1　入力要件
　入力情報について，危険側の情報を定義する。装置の
入力と処理，伝送の誤りを検出する方法を定義し，危険
側の見逃し誤りのリスクを定量化し，許容できる確率以
下となることを示すことを要件とした。
3. 1. 2　出力要件
　出力情報について，危険側情報を定義する。装置の単
一故障が発生しても危険側出力が出力されない構成，ま
たは誤りを検知して安全側に固定する方法を具備し，危
険側の誤出力のリスクを定量化し，許容できる確率以下
となることを示すことを要件とした。
3. 1. 3　電子端末の要件への対応
　電子端末の拡張した安全要件への対応を表 2に示す。
拡張した安全要件のもとでも既存の電子端末は要件を満
たしている。なお，電子端末では，故障により出力リレー
が誤動作してもフィードバックにより検知して，出力リ
レーの動作前に安全側固定することで，システムとして
は誤出力させない構成となっている。これは，機能安全
に関する国際規格 IEC 62425における監視によるフェ
イルセーフティに相当する。具体的な要件として，入力
情報について危険側の情報を定義することと，装置の入
力と処理，および伝送の誤りを検出する方法を定義し，
危険側の見逃し誤りのリスクを定量化し，許容できる確
率以下となることを示すこととした。

3. 2　セキュリティ要件
　セキュリティ確保の基本方針をシステムの信頼できる
箇所を明確化するとともに，信頼できない箇所における
サイバー攻撃を信頼できる箇所において検証することと
定めた。セキュリティの要件として，計算量的安全性な
どで定量化するとともに検証機能の健全性を確保するこ
とを定めた。

４．汎用端末による入出力システムの構成手法

　安全とセキュリティの課題を解決し，コストやシステ
ム保守の要求に対応するため，フェイルセーフ装置に検

証を，汎用端末に処理を割り当てる構成手法を開発した。

4. 1　フィードバック診断手法
　フィードバック診断の手法として，信号用リレーの入
出力に用いる汎用端末を出力端末と応答端末の二台構成
として，応答端末の出力を監視することにより，リレー
状態の危険側誤認と危険側誤出力を防ぐ。この場合，汎
用端末にハードウェアの改造は必要なく，機能レベルの
互換性を持たせることで置換えが可能であることからコ
ストやシステム保守の要求に対応する。
4. 1. 1　入力
　図 4に示すように，①中央装置は監視指示として乱数
生成情報を出力端末である端末 #1に送る。②端末 #1
は乱数生成情報に基づく乱数を生成して，応答端末であ
る端末 #2にリレーR0を介して伝送する。③端末 #2は
乱数を取得して中央装置に応答する。中央装置は，応答
された乱数の照合を行い，リレー状態を認識する。
4. 1. 2　出力
　図 5に示すように，出力リレーR0を 2台の端末（端
末 #1，端末 #2）が独立して制御する 2つのリレー（端
末 #1で制御する RA，端末 #2で制御する RB）の AND
条件で動作するように構成する。端末 #1からの出力 RA

を端末 #2でフィードバック診断した後に，端末 #2か
らの出力 RBを制御する二段階制御とすることにより，
端末故障が発生した場合の不正な出力を防ぐ。

4. 2　セキュリティ手法の適用
　セキュリティ上の脅威としては，電文の改ざんや装置
のなりすまし，DoS攻撃（Denial-of-service attack）など

表２　電子端末の拡張した安全要件への対応

図４　入力制御
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のサイバー攻撃が想定される。端末を介した入出力にお
いて，危険側となりうるサイバー攻撃は，端末へのなり
すましと改ざんであることから，電子署名による端末の
真正性（Authenticity）の検証，メッセージ認証コードに
よる完全性（Integrity）の検証を行う。セキュリティ要
件への対応として，米国国立標準技術研究所（NIST）の
セキュリティ基準に関するガイドライン４）にて，2031年
以降も利用可能な方式とされるHMAC-SHA256を適用
する。検証機能の健全性は，図 6に示すように汎用端末
とフェイルセーフ装置で暗号処理と検証を分離すること
で確保する。暗号技術の陳腐化に際してもフェイルセー
フ装置の役割は汎用端末のフロントエンドと認証コード
のマッチング検証であるため改修は必要なく，汎用端末
に適用する暗号処理の高度化により対応可能である。

５．軌道回路監視システムの試作

5. 1　システムの概要
　信号用リレーの遠隔監視を保安用途へ適用する例とし
て，中間軌道回路の状態監視システムを検討した。中間
軌道回路の状態を列車接近警報システムに活用すること
で作業の安全性向上が期待されるが，軌道リレーは広範
囲に点在するため，電子端末による構成は導入コストが
大きく困難である。そこで，図 7に示すように，軌道回
路の監視に汎用端末を，汎用端末と中央装置の伝送に公
衆無線を用いて監視システムを構成する。

5. 2　試作したシステムの構成
　試作システムは，列車走行を模擬して列車の在線位置
に応じたリレー制御を行う列車走行模擬装置と，4.1.1
節の入力制御の構成により軌道リレーの状態を監視する
軌道回路監視装置より構成する。システムの構成を図 8

に，試作した装置を図 9に，列車走行模擬装置の画面を
図 10にそれぞれ示す。また，試作システムの安全要件
への対応を表 3に，軌道リレー監視に用いたボードコン
ピュータ，ESP32５）の諸元を表 4に示す。
　軌道回路システムにより得られたリレー状態情報の保
安用途への活用として，汎用モバイル端末の保安用途適
用の検討６）で試作したフィードバック型列車接近警報
の列車位置情報としての利用について検証を行った。

図５　出力制御

図６　認証コードの検証フロー

図７　軌道回路監視システムの構成

図８　試作システムの構成

図９　列車走行模擬装置と軌道回路監視装置

図10　列車走行模擬装置の画面例
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　試作システムは，列車接近警報の条件となる軌道回路
を模擬するとともに，列車接近警報システムの中央装置
にリレー状態を通知する設定とした。列車接近警報シス
テムは，試作システムにおける軌道回路の落下により中
央装置より作業員端末に警報を指示し，作業員端末から
の待避完了を取得出来ない場合に中央装置が列車走行模
擬装置に対して待避不良を通知する構成とした。列車接
近警報システムの構成を図 11に，作業員端末の画面を
図 12に示す。

5. 3　機能検証結果
　軌道回路監視装置について，装置故障とサイバー攻撃
を想定した機能検証を実施した。検証項目と結果を表 5
に示す。検証の結果，入力，処理，出力，伝送，セキュ

リティのすべての試験項目について安全が確保できるこ
とを確認した。本機能検証の結果より，保安システムの
入出力用途に汎用端末と公衆無線を適用できる見通しを
得た。

６．まとめ

　汎用端末と公衆無線を用いた入出力監視システムを保
安に関わる用途へ適用するための検討として，電子連動
装置の入出力装置である電子端末の安全要件の抽出とセ
キュリティ要件の整理を行った。そして，安全とセキュ
リティの課題，およびコストと保守や更新の要求に対応
するシステム構成手法として，処理と検証の分離による
フィードバック診断とセキュリティ診断手法を開発し，
中間軌道回路の監視用途に提案手法を適用したシステム
を試作した。
　試作システムを用いた機能検証により，装置故障，伝
送異常，サイバー攻撃に対して安全を確保できること，
また，安全要件とセキュリティ要件を満たすことを確認
できたことから，汎用端末と公衆無線を，保安システム
への情報取り込みに適用できる見通しを得た。
　今後は，軌道回路監視以外の用途への活用について構
成手法と検証手法をとりまとめるほか，フェイルセーフ

表３　試作システムの安全要件への対応

表４　ESP32の性能諸元

図12　作業員端末の画面表示（接近時）

図11　列車接近警報システムの装置構成

特集：信号通信分野における設計・メンテナンス技術

鉃道総研報告　Vol.36,  No.8,  2022 21



処理部によらない照合の健全性確保について検討を行う
予定である。
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バイル端末の適用，鉄道総研報告，Vol.33，No.7，pp.35-

40，2019

表５　機能試験項目と結果
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１．はじめに

　鉄道では，走行する列車と地上間の連絡手段である列
車無線や近年導入が広がりつつある無線式列車制御シス
テムなど，移動通信システムが欠かせないものとなって
いる。現在，鉄道の運行業務で使われている移動通信シ
ステムの多くは，鉄道事業者が自社で設計，構築，管理
を行う自営網で構築されている。そのような中，2020
年から通信事業者が段階的にサービス提供を始めた第 5
世代移動通信システム（5G）では，最終形において無
線通信の性能が従来に比べて大きく向上する見込みと
なっており，より多くの情報をリアルタイムで伝送でき
るなどの特徴を生かして，現行のアプリケーションの機
能向上や新たなアプリケーションの導入が期待されてい
る。また，現在自営網で構築されている移動通信システ
ムに，通信事業者が提供する公衆 5Gサービスを活用す
ることができれば，設備の導入やメンテナンスに要する
人的リソース，設備コスト等の削減が期待できる。その
上，自営網と公衆網のハイブリッド構成や複数の通信事
業者のサービスを利用するなど，複数の無線通信サービ
スを利用することにより，回線の冗長性が高まり，列車
運行のアベイラビリティ向上が期待される。
　しかし，通信事業者が提供する一般のユーザと伝送路

を共有する公衆サービスを今後も導入線区の拡大が見込
まれる無線式列車制御や将来の導入が期待される自動運
転など，列車のさらなる安全・安定運行を実現するため
のアプリケーションに活用する方法は現時点で確立され
ていない。そこで筆者らは，鉄道事業者が公衆 5Gサー
ビスを鉄道運行業務へ適用する手法の確立に向け，未知
の部分が多い鉄道環境における 5Gの伝送速度や遅延な
どの伝送品質を評価するとともに，具体的なアプリケー
ションを想定した検証に取り組んでいる１）２）。
　本稿では，5Gの概要と国内外における鉄道での活用
に向けた取組みを紹介したのち，筆者らが実施した伝送
品質評価の結果について報告する。

２．5G の概要と国内におけるサービス展開

2. 1　5G の概要
　通信事業者がサービスを提供する移動通信システム
は，1979年に開始された自動車電話サービスを起源とし
て，約 10年ごとに新たな仕様に基づくサービスが提供
されてきた。現在では，ディスプレイを備えたスマート
ホンやタブレットに代表されるように，映像やテキスト
などの情報伝送も重要なサービスとなっている。
　特に 5Gが注目されているのは，伝送する情報の対象
が，従来の「人からアクセスされる情報の伝送」から，
「人・モノが利用できる情報の伝送」へと移り，あらゆ
るモノをネットワークにつなぐことを基本的なコンセプ
トとしていることである。そのため，移動通信システム
が世代更新のたびに機能向上の中心としてきた「超高速・

第 5 世代移動通信システムの鉄道運行業務への適用可能性検証
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大容量」の特徴に，「超低遅延・高信頼」「多数同時接続」
の 2つの特徴が加わっている３）。例えば，超高速の特徴
に関しては，現在使用されている第 3.9世代移動体通信
システム（LTE）に比べて，約 100倍以上となる 20Gbps
のデータ通信の実現が予定されている。また，超低遅延・
高信頼の特徴に関しては，遅延時間が LTEに比べて約
1/10の 1ms程度となる見込みである。さらに，多数同
時接続においては，LTEでは数台であった同時接続台
数が 100万台 /km²となり，身の回りのあらゆるものが
ネットワークに接続されることが想定されている。なお，
これらの 3つの特徴は，全てを同時に満足できるもでは
なく，そのいずれかに特化すると，他の 2つの特徴は制
約されることに留意が必要である。
　国内では，5Gサービス用として 3.7GHz帯，4.5GHz
帯，28GHz帯の周波数が割り当てられている。これら
の周波数帯は，3.7GHz帯および 4.5GHz帯をまとめて
Sub 6（サブシックス），28GHz帯をミリ波と呼んで区
別している（一般的にはミリ波は波長が mmオーダー
となる 30GHz以上の周波数の電波をさすが，5Gの展
開においては 28GHz帯をミリ波と呼んでいる）。Sub 6
とミリ波では，電波の伝搬特性や使用できる帯域幅など
が異なるため，提供されるサービスエリアや性能が異な
ることに留意が必要である。
　また，通信事業者による全国向け 5Gサービスとは別
に，地域の企業や自治体等が自らの建物や敷地内でス
ポット的に柔軟にネットワークを構築して利用する新し
い仕組みとして，「ローカル 5G」も制度化されている４）。
ローカル 5Gに使用する周波数は，全国向けネットワー
クと同じ周波数帯（4.5GHz帯，28GHz帯）となってお
り，全国サービス用のハードウェアを共通で利用可能で
ある。

2. 2　国内における 5G のサービス展開
　日本国内では，2020年春から通信事業者による 5G
の商用サービスが開始されており，通信事業者による違
いはあるが，従来の 4G/LTE向けの周波数の転用も行い
ながらサービスエリアの拡大が進んでいる。最も展開が
早い通信事業者では，2022年 3月現在で人口カバー率
（500m四方のエリアの中で 50%以上の場所で通信可

能なエリアの割合）が 90%以上となっている。また，
JR・私鉄を含む主要路線のホーム，駅構内および駅間
を走行中の電車内での 5Gエリア化を目指すなど，鉄道
をターゲットとしたサービス展開も行われている。さら
に，総務省が発表しているデジタル田園都市国家インフ
ラ整備計画５）では，2023年度末に人口カバー率（500m
四方エリアのうち 5G通信ができるエリアの人口を総人
口で除した割合）を 95%，2025年度末には 97%とする
計画を掲げている。

３．鉄道での 5G 活用に向けた研究開発動向

3. 1　鉄道での 5G 活用が期待される場面
　鉄道環境において 5Gの活用が期待される場面として
は，表 1のようなものが考えられる。超高速・大容量通
信の特徴を生かしたアプリケーションとしては，車上に
設置した防犯カメラや車両の状態情報データ，車上セン
シングデータなどの情報の地上へのリアルタイム伝送
や，地上から車上への旅客向けの高画質映像コンテンツ
の提供などが期待される。さらに，従来は，アプリケー
ションごとに別々に専用の無線通信システムを使用して
いたが，複数のアプリケーションを 1つの無線通信シス
テムで共用することで，無線設備の削減が期待される
（図 1）。
　超低遅延通信については，無線による列車制御や自動
運転における列車運行間隔のさらなる高密度化，超高速・
大容量通信の特徴による高精度画像の伝送と組み合わせ
ての保守用車の遠隔操作などへの活用が期待される。
　多数同時接続では，今後鉄道環境において多数の設置
が見込まれる各種センサデータの同時収集や，多数の旅
客に向けた情報提供などへの活用が期待される。
　さらに，仮想的に前述した 3つの特徴のいずれかに回
線の性能を特化させたサービスの提供，または，専用回
線と同等の帯域を保障したサービスの提供が可能な，
ネットワークスライシング技術にも注目が集まってい
る。なお，ネットワークスライシングは技術としては確
立しているが，通信事業者がどのような形でユーザにそ
の機能を用いたサービスを提供するかについては現時点
で未知であり，ユーザである鉄道事業者のニーズと通信

表１　5G の特徴と鉄道での活用が期待される場面
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事業者における事業展開の方針にもよるため，今後の動
向を注視していく必要がある。

3. 2　鉄道環境における研究開発動向
3. 2. 1　国内における動向
　鉄道における 5Gの活用に向けては，各鉄道事業者に
おいて通信事業者などと連携した実証実験が行われてい
る６～11）。実証実験の多くは，「超高速・大容量通信」の
特徴を使い，移動中の高画質の動画伝送を対象とした評
価を行っている。これらの実証実験では，Sub 6とミリ
波のそれぞれの周波数帯において，高速走行する新幹線
車内と沿線に仮設された地上局との間で，4Kや 8K画
質の映像の伝送に成功したことが報告されている。これ
らの実験等により，車内の防犯カメラ映像や将来の自動
運転で重要な役割を果たすと考えられる前方監視カメラ
の映像を，高画質で地上に伝送できる可能性が示された
ものと考えられる。
　また，2018年度から 2019年度には，（一社）日本鉄
道電気技術協会を事務局として，鉄道事業者，通信事業
者，有識者らを委員とする「5Gの活用に向けた検討会」
（主査：三瓶政一　大阪大学教授）が組織され，従来鉄
道事業者が自社で構築・管理する自営網で運用してきた
列車無線などの保安通信設備や，無線式列車制御システ
ムにおける無線システムなどの信号保安設備に 5Gを活
用することを目指した検討が行われた。特に，鉄道事業
者と通信事業者が一緒に鉄道の無線通信システムの将来
について議論したことで，通信事業者が提供する移動通
信サービスを導入する際に，鉄道事業者と通信事業者が
調整すべき事項などが整理され，「鉄道に活用しても差
し支えない」との提言がまとめられた12）。この提言は，
5Gの鉄道への活用に向けた大きな前進であった。
3. 2. 2　海外における動向
　海外，特に欧州では，第 2世代の携帯電話システムの
技術をベースに，鉄道専用機能を付加した移動通信シス
テムGSM-R （Global System for Mobile communications - 

Railway）による列車無線システムが標準化されており，
国境を越えて相互直通運転する路線を中心に多くの国で
使用されている。しかし，導入からすでに 20年以上が
経過しており，2030年を目途にサービスが停止される予
定となっている。そこで，国際鉄道連合（UIC）の
FRMCS （Future Railway Mobile Communication Sys-
tem）プロジェクトにおいて，5G含む複数の通信システ
ムをシームレスに活用する新たな対列車通信システムの
検討が行われている。このプロジェクトでは，欧州電気
通信標準化機構（ETSI）や移動通信システムの標準化を
行っている 3GPP（3rd Generation Partnership Project）
と連携し，鉄道特有の機能を 5Gの仕様に反映するため
の活動も行っている。
　FRMCSにおいては，図 1に示すような 5Gだけを使
用するのではなく，複数の無線通信システムを組み合わ
せることで，所望の無伝送品質を満足させるためのシス
テム構成が検討されている（図 2）13）14）。さらに，
FRMCSでは，シナリオごとに求められる遅延および信
頼性の性能要求がまとめられており（表 2），3GPPの技
術報告書（Technical Report: TR）としても発行されて
いる15）。これらのシナリオと要求品質は，日本での 5G
の適用に向けた検討においても参考になるものと考えて
いる。さらに欧州では，2020年末から FRMCSの各種
仕様の実証を行う 5GRailプロジェクトを開始して，実
現に向けた取り組みが進められている16）。
　なお欧州では，5Gの適用を見据えて従来の GSM-R

図１　地上 - 車上間通信における無線システムの構成イメージ

図２　FRMCS における次世代通信システムの構成案
（Copyright（C）2022 IEICE）14）
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で使用されていた周波数帯を拡張するとともに，
1,900MHz帯を新たに鉄道専用として割り当てることが
決定した。
　このように，FRMCSは，欧州での導入を主たるター
ゲットとしたプロジェクトではあるが，UICにおける
プロジェクトであること，中国やオーストラリアなどの
アジア・太平洋地域においても FRMCSを基にした次世
代鉄道移動通信システムの検討を行うという動きがある
ことから，我が国への波及効果についても引き続き動向
を注視し，必要に応じて日本からの提案を行うことも視
野に入れて研究開発を進める予定である。

４．�鉄道運行業務への 5G 活用に向けた伝送 
品質評価

　前章で述べたように，鉄道における 5Gの性能評価に
ついては，既に一部の鉄道事業者と通信事業者が連携し，
超高速・大容量通信の特徴を用いて旅客サービス等を意
識した画像伝送等の実証実験が行われ，その有効性が示
されている。一方で，無線式列車制御や将来の自動運転
など，列車のさらなる安全・安定運行を実現するために
必要な 5Gの性能評価は，現時点で十分に行われていな
い。そこで，筆者らは，5Gを列車の安全・安定運行に
関わる情報の伝送に適用することを目指した検討を行う
こととした。検討にあたっては，一般ユーザの影響を切
り離した 5Gの真の実力値を把握する必要があり，また，
様々な伝送環境や条件を自由に設定した検証を行う事が
望まれる。そこで最初のステップとして，システムの動
作や検証条件を任意に設定した評価を実施できるよう，
ローカル 5Gシステムを鉄道総研国立研究所の構内に構
築し，5Gの性能や適用可能性について検討を行うこと
とした。

4. 1　鉄道総研所内ローカル 5G システムの概要
　鉄道総研所内試験線沿線に構築したローカル 5Gシス
テムは，ノンスタンドアローン（NSA）方式で構成して
おり，データの伝送には 28GHz帯の 5Gを使用してい
るが，基地局と端末での制御信号のやり取りのための
ネットワーク（アンカー）には，2.5GHz帯の自営 BWA
（自営 LTE）システムを使用している。
　ローカル 5Gのシステムは，その利用が自己の土地内
に限定されていることから，システムの構築に際しては，
サービスエリアを鉄道総研国立研究所内に限定しつつ，
所内試験線を走行する列車との間で通信が可能となるよ
う 2つのアンテナを設置し，それぞれの位置や種類，向
きなどを決定した（図 3）。

4. 2　評価方法
　評価にあたっては，図 2で示した FRMCSで検討さ
れているネットワーク構成を参考に，Trackside Trans-
port（地上側），FRMCS Mobile Gateway（車上）に該
当する高信頼通信プラットフォーム17）を含む品質評価
システムを構築した（図 4）。高信頼通信プラットフォー
ムは，車上側，地上側（サーバ側）のそれぞれにおいて，
アプリケーションと通信システムの間で，送信時にはア
プリケーションが求める通信品質に合わせて優先度を制

表２　3GPP TR（技術報告書）で定義されている FRMCS の主なシナリオと要求品質の例15）

図 3　ローカル 5G の設置状況
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御するとともに，複数の通信システムが利用可能な場合
には，それらを利用することで所望の伝送品質を満足で
きるようデータの伝送を制御する。また，受信時には，
複数の通信システムを経由して届いたデータの中から必
要なデータのみを抽出し，適切にアプリケーションに渡
す動作を行うものである。
　また，品質評価システムでは，送信側の「アプリ模
擬／通信評価ツール」にて，アプリケーションを想定し
た模擬パケットを生成し，受信側の「アプリ模擬／通信
評価ツール」に届いたパケットにより，その伝送品質を
評価する。主な評価項目は，データの伝送速度，伝送遅
延時間，パケット損失率とした。なお，同時に無線部分
における受信電力も記録した。さらに評価においては，
想定するアプリケーションとして，模擬したデータのみ
を単独で伝送した場合だけでなく，ダミー負荷をかける
ことで他のユーザと回線を共有している状況を想定した
伝送品質の評価も行った。

4. 3　評価結果
4. 3. 1　ローカル 5G の性能確認
　最初に，構築したローカル 5Gと自営 LTE単体の性
能確認を行った。走行する列車上で地上→車上の伝送速
度と地上→車上→地上の往復の遅延時間（ラウンドト
リップタイム：RTT）を測定した結果を図 5，6に示す。
その結果，図 5に示すように基地局に近い位置であれ
ば，1台の端末のみで基地局を占有した場合には，概ね
仕様に近い伝送速度（仕様値：530Mbps）が得られるこ
とを確認した。また，ハンドオーバ（ローカル 5G：
330-360m付近，自営 LTE：260-290m前付近）で，スルー
プットの低下が見られている。また，図 6より，ハンド
オーバが行われるまでの範囲では，ローカル 5Gの RTT
が自営 LTEに比べて約 1/3となり，さらにその変動も

小さい結果であったが，ローカル 5Gのハンドオーバ時
には，RTTが 40ms以上となっていた。これは，基地局
からの受信信号電力の低下と NSA方式のためにハンド
オーバで時間を要するなどの複合要因によるものと想定
される。なお，ローカル 5Gのみでデータ伝送を行った
際のハンドオーバによるスループット低下については，
高信頼通信プラットフォームを用いて，ローカル 5Gと
自営 LTEで同時にデータを伝送することで，その低下
を抑えて安定した通信が実現できることが確認されてい
る17）。
4. 3. 2　アプリケーションを想定した伝送品質の評価
　本項では，ローカル 5Gを用いて鉄道のアプリケー
ションを想定した伝送品質の評価を行った結果を報告す

図４　品質評価システムの構成
（地上→車上伝送品質評価の例：車上→地上も同様）

（Copyright（C）2022 IEICE）14）

図 5　下りスループットの測定結果
（Copyright（C）2022 IEICE）14）

図 6　RTT の測定例 （Copyright（C）2022 IEICE）14）

表 3　評価を実施した想定アプリケーション
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る。今回の試験において評価の対象としたアプリケー
ションは，列車制御，列車無線（音声），画像伝送とし，
それぞれを想定したデータを模擬的に生成して，ローカ
ル 5Gにより伝送することで実施した。想定したアプリ
ケーションと作成した模擬パケットのサイズ，伝送周期，
所望伝送品質を表 3に示す。試験は，安定して基地局か
らの信号が得られる地点に端末を固定して行い，公衆網
における回線混雑時を想定して，回線に意図的に負荷
（地上→車上：500Mbps，車上→地上：100Mbps）をか
けた試験も実施した。
　その結果，列車制御を想定した試験では，回線の混雑
時においても所望の伝送品質（パケット損失率 :PLRが
10-6未満）でデータの伝送ができることを確認した。一
方で，列車無線を想定した試験では，ローカル 5G単独
ではパケット損失が所望の伝送品質を満足できなかっ
た。そこで，品質改善に有効と考えられる方法の 1つで
ある，高信頼通信プラットフォーム17）を利用したロー
カル 5Gと自営 LTEの同時使用による評価を実施した。
その結果，伝送品質が改善し，所望の伝送品質（PLR
が 10-3未満）を満足できることを確認した。これらの
結果より，列車制御や列車無線などのアプリケーション
については，高信頼通信プラットフォームを利用して，
複数の無線システムを利用することで，公衆の 5Gサー
ビスを使用した場合でも所望の伝送品質を満足できる可
能性があることが分かった。なお，画像の伝送について
は，所望伝送品質を満足できなかったが，高信頼通信プ
ラットフォームを用いてローカル 5Gと自営 LTEを同
時に使用することにより，パケット損失が減少すること
が確認されており，今後 SA方式の展開や複数の周波数
を束ねたキャリアアグリケーションなどによるシステム
の伝送品質の向上により，所望伝送品質の達成が期待さ
れる。
4. 3. 3　無線部分の優先制御による伝送品質評価
　本項では，無線部分での優先制御機能の効果を検証し
た結果を報告する16）18）。通常，基地局装置においては，

QoS Class Identifier （QCI）と呼ばれる値の変更により，
無線区間でのパケット優先制御が可能となっている。今
回使用したローカル 5Gの基地局装置では当該機能が実
装されていなかったため，自営 LTEの基地局装置にお
いてその機能の検証を行った。検証は基地局からの信号
が高い（強い）エリアと低い（弱い）エリアで静止した
状態で行った。また，それぞれのエリアにおいて，模擬
パケットの送信により回線の混雑を模擬した状態と混雑
していない状況での検証を行った。検証に用いた指標は
改善混雑による遅延の影響を見るため RTTとした。試
験結果を図 7に示す。図 7より，回線が混雑していな
い状況では，信号の強弱に関係なく優先制御の効果は見
られないが，回線が混雑している状況では，優先制御の
効果が見られた。特に受信信号が弱く，回線が混雑して
いる状況においてその効果が大きく，本試験環境におい
ては，RTTが 1/10以下に低減される結果が得られた。
今回の結果は，LTEにおいて行ったが，当該機能は 5G
においても実装される見込みとなっている。そのため，
今後通信事業者において当該優先制御サービスが提供さ
れることで，その程度は未知ではあるが伝送遅延の低減
効果はあるものと考えられ，鉄道運行業務への活用も大
いに期待できる。

５．まとめ

　本報告では，5Gの概要と国内外における動向を紹介
するとともに，公衆 5Gサービスの鉄道運行業務への適
用可能性を検証するための最初のステップとして，ロー
カル 5Gシステムを用いた検証試験を行い，その結果に
ついて述べた。そして，技術的には鉄道運行業務へ適用
できる可能性が高いことを示した。
　今後は，Sub 6，SA方式，公衆網の 5Gサービスを利
用した検証など，適用可能性評価の深度化，ローカル
5Gの鉄道環境での活用方法などの検討を進めるととも
に，鉄道事業者が 5Gを適用する際の手順等をまとめた
ガイドラインの作成を進める予定である。
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１．はじめに

　電気転てつ機は，トングレール等の分岐器の可動部を
動作させる機能（転換）と，その位置を保持する機能（鎖
錠）などの機能を備える信号保安装置である。電気転て
つ機を安定して稼働させるためには，電気転てつ機の転
換のための出力（転換力）に対して分岐器の負荷（転換
負荷）が小さい状態で用いる必要がある。そのため，電
気転てつ機の定期検査では，転換時のモータ電流，クラッ
チすべり時の電流，および手回しハンドルの回転トルク
等の測定が行われている。また，状態監視装置（以下，
転てつ機モニタ）を設置して，モータの電流や電圧を測
定し，これらから転換負荷の変化や推定値を得る方法１）

も開発，実用化されている。
　転てつ機モニタにおける転換負荷やトルクの推定法の
一つとして，モータ電流や電圧に対応する転換負荷やト
ルクの推定値を記録したテーブルを作成し，計測した電
圧，電流からテーブルの該当値を参照する手法がある。
この手法は，テーブルを定義する際に前提とした運転状
態においては推定値を少ない計算量で得られるため有用
である。しかし，前提とは異なる運転状態，例えば高い
転換負荷が作用して電気転てつ機内のクラッチ（保護機
構）が作動し，転換不能に至るような過酷な運転状態に
おいては，この手法で得られる推定値が実際の負荷と異
なる場合があることが確認されている。このように実際
の転換負荷と転てつ機モニタの推定値の差異が大きい状
態は，転換状態の良否判断や転換不能に対する処置にも

影響する。したがって，転てつ機モニタを設備保守に活
用する観点から，過酷な運転状態においても実測値と大
きく乖離しない転換負荷の推定値を得られることが望ま
れる。
　本稿では，転てつ機モニタにおける転換負荷推定の課
題を示した上で，従来の転てつ機モニタと同一の計測項
目を用いてモータのトルクと転換負荷を推定する手法と
その効果について述べる。また，高い転換負荷が作用し
た際に入出力軸間でトルクや回転速度の差が生じるク
ラッチについて，モータ電流，電圧とクラッチ出力側の
回転速度から，クラッチの出力軸のトルクを推定する手
法とその効果について述べる。さらに，提案する転換負
荷の推定手法を転てつ機モニタとして導入する際に必要
となる改修項目と効果の評価結果を報告する。

２．転てつ機モニタによる転換負荷推定と課題

2. 1　電気転てつ機の構成と構造
　電気転てつ機はトングレール等の分岐器の可動部を移
動させる転換動作のため，モータを動力として，歯車等
で回転運動を減速し，カム機構やボールねじ等の機構で
動作かんの直動運動に変換する転換機構を備える。また，
転換中の動作停止や動作かんに大きな負荷が作用した場
合にも，電気転てつ機の内部や転てつ付属装置に過大な
トルクや力が作用しないよう防護するトルクリミッタに
相当する機能が備えられている。一例として TS-M形電
気転てつ機の機器構成を図 1に示す。動力源として交流
誘導電動機を使用し，過負荷防護機能としてインダク
ションクラッチを備えている。また減速機構として歯車，
転換機構としてカム機構を備える。
　モータと減速・転換機構の間に設けられたインダク

電気転てつ機モニタ用の転換負荷推定手法の開発
潮見　俊輔＊　　高﨑　　建＊　　往古　直之＊＊　　椿　健太郎＊

Estimation Method of Switching Load of Turnout for Point Machine Monitoring System

Shunsuke SHIOMI　　Ken TAKASAKI　　Naoyuki OKO　　Kentaro TSUBAKI

　A monitoring system of state of point machine is to estimate switching load of a turnout using motor current 
and voltage to prevent a switch malfunction of a turnout. In conventional estimation methods, the relationship 
between load estimation results and measured values of motor voltage and current has been pre-defined. 
Therefore, if installation conditions of point machine differ from those at the time of design, there will be an 
error in the estimated value. In order to reduce this error, we have developed a method to precisely estimate the 
switching load using the same measurement items as conventional methods. We also proposed a method to 
estimate a switching load even under severe conditions, such as when a clutch slips before a malfunction.
キーワード：電気転てつ機，転換負荷，転てつ機モニタ，クラッチ，転換不能
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ションクラッチは，コイルを励磁することでモータと転
換機構の間のトルクを非接触で伝達する。クラッチに一
定以上のトルクが作用した場合，モータ側（入力）と転
換機構側（出力）の間に回転速度差（すべり）が生じる。
　動作かんの内部に備えられたカム機構は，最終段の転
換歯車上に備えたローラにより駆動される。動作かんの
移動量 x0と回転角θの関係，動作かんに作用する転換
負荷 Foと転換歯車の回転トルク Trは幾何学的な関係か
ら，式 (1)および式 (2)により示される。

 (1)

Tr＝Forgcosθ (2)

　rgは転換歯車上のローラ中心のピッチ円半径，L0は
動作かんの最大移動量である。

2. 2　転てつ機モニタによる転換負荷の推定と実測値
　転てつ機モニタは，電気転てつ機の動作状態を常時監
視し，これらの状態や転換不能の予兆を検出することを
目的に設備されている。特に転換負荷の状態監視に関し
て，スイッチアジャスタ等のひずみを計測する方法が提
案されているが２），現行の転てつ機モニタでは，モータ
の電流や電圧から転換負荷の推定値を間接的に得る方法
が採用されている。実験や理論値等で得た結果に基づき，
モータ電流，電圧に対する転換負荷やモータトルクの推
定値を近似式やテーブルを用いて得る方式などがある１）。
　転てつ機モニタの転換負荷の推定値と実測値を比較す
るため，転てつ機モニタが設備されている新幹線用の
18番片開き分岐器と TS-M形電気転てつ機を用いて試
験を行った。電気転てつ機のモータ電源電圧と分岐器の
転換負荷はそれぞれ安定化電源と模擬負荷装置３）を用
いて変化させた。
　図 2（a）にモータ電圧に対する転換負荷の平均値（平
均転換負荷）の実測値，推定値を示す。模擬負荷装置を
作動させない条件での転換負荷の実測値は約 1.8kNと
一定である一方，転てつ機モニタの推定値は電圧により

変化し，実測値に対して 60%以上乖離するケースも認
められた。転てつ機モニタの推定値が実測値と異なる値
を示す傾向は，分岐器の転換負荷を変化させた場合にも
同様であった。図 2（b）に転換負荷の実測値に対する
推定値の誤差率，およびその電源電圧との関係を示す。
転換負荷の推定値は転換負荷が増加した場合でも実測値
に対する誤差を有し，電源電圧に対しても変化する。
　このように，転てつ機モニタによる転換負荷の推定値
に関して，電圧や転換負荷等の個々の分岐器の使用条件
によっては，実測値と大きく乖離するケースがあると考
えられる。転てつ機モニタは上記のような特性を有して
いても，電圧などの条件が変わらない限り転換負荷等の
定性的な増加傾向の把握に用いることができる。しかし，
電圧や転換負荷等の運転条件によっては実測値と推定値
の間に乖離が大きいため，転換負荷増加の原因推定や対
策検討への適用には課題があると考えられる。そこで，
転てつ機モニタが推定する転換負荷が実測値に対して乖
離する条件やその要因について検討を行った。

３．転換負荷推定値の誤差とその要因

　転換負荷推定値の誤差要因を特定するため，転てつ機
モニタの誤差と実測値の関係について電気転てつ機内部
の構成や構造を踏まえて分析を行った。

3. 1　トルク推定における誤差
　転てつ機モニタが出力するトルク（手回しハンドル軸
におけるトルク）の推定値について，式 (1)，式 (2)，お
よび減速歯車の歯車比を用いて転換負荷と動作かんスト
ロークの実測値から算出したトルクと比較を行った。図
3に実測値から算出したトルクに対する，転てつ機モニ
タの推定値の誤差率とモータ電圧の関係を示す。トルク
の推定値の誤差率は＋40%～－40%の範囲に分布して
おり，現行の電流，電圧に基づくトルクの推定値は実測
値から算出したトルクとよく一致しているとは言いがた
い。この電流，電圧によるトルクの推定誤差は，転換負
荷の推定値に影響すると考えられる。
　回転軸のトルクと転換負荷は式 (2)より，転換歯車の

x0＝ L0＋rg sinθ1
2

図１　電気転てつ機の機器構成とカム機構の構造 図２　転てつ機モニタの転換負荷推定値と実測値
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回転角度θと転換歯車のローラ半径 rgに対して比例関
係にある。したがって，式 (2)を用いてトルクの推定値
から転換負荷の推定値を計算した場合，両者の誤差率は
同程度となることが見込まれる。しかし，転てつ機モニ
タが推定する転換負荷とトルクの誤差率は，図 3よりそ
れぞれ最大 77.4%，40.9%と異なっており上記の関係が
成立しない。以上より，転てつ機モニタの内部でトルク
の推定値から転換負荷の推定値を計算する過程でも誤差
が拡大していると考えられる。

3. 2　転換機構のトルク・転換負荷伝達特性と誤差
　動作かんを駆動するカム機構の構造から，転換歯車の
回転角θは転換負荷 Foと転換歯車軸のトルク Trの関数
として式 (2)を変形した式 (3)により示される。また，
この回転角θは式 (1)より，動作かんストローク xoに対
して式 (4)に示す関係が得られる。即ち，動作かんスト
ローク xoに対する回転角θは一意に決まるため，同時
に転換負荷の伝達率 Tr /Foも一意に決まることがわかる。

 (3)

 (4)

　現行の転てつ機モニタが出力した転換負荷とトルクの
推定値を式 (3)に代入して得た歯車回転角θmと動作か
んストローク推定値 xomの関係，および式 (4)の幾何学
的関係による歯車回転角θと動作かんストローク xoの
関係を図 4に示す。転てつ機モニタのトルクと転換負荷
の推定値による歯車回転角θmは，幾何学的関係に基づ
くθに対して動作かんストロークの中間点付近で特に
乖離が大きく，トルクに対して転換負荷の推定値が過大
になっていることがわかる。
　以上より，転換歯車トルク Trによる転換負荷 Foの推
定値は，幾何学的関係に基づく式 (2)から算出すること
が望まれる。この幾何学的関係を用いてトルクから転換
負荷を得る方法を本稿では，負荷伝達法と呼ぶ。

3. 3　クラッチのすべりの影響と誤差
　モータと転換機構の間に備えられているクラッチの影
響について，図 5に模擬負荷装置を稼働させモータ電圧
88.3Vで転換したときの転換負荷の推定値と実測値，お
よび動作かんストロークの実測値を示す。動作かんスト
ロークの実測値は 5s付近で速度が低下しており，この
地点でクラッチのすべりが発生していると推察される。
転てつ機モニタによる転換負荷の推定値は，すべりの発
生とほぼ同時に実測値に対して差が拡大する傾向が認め
られた。
　転てつ機モニタがモータ電流と電圧から推定するトル
クは，通常の使用状態であるクラッチのすべりの影響が
ない転換負荷において適切な推定値が得られるよう設計
される。そのため，転てつ機モニタがモータ電流と電圧
から推定するトルクは，モータが出力するトルクに相当
するものであり，ここではクラッチのすべりの影響は考
慮されない。また，クラッチにすべりが生じたときの転
換機構側に出力されるトルクは，モータ側のトルクに比
べて小さい。そのトルクの大きさはクラッチの電磁的特
性や機械的な特性に影響を受けるためモータの電流や電
圧から推定することは困難である。クラッチのすべりの
影響を考慮しない転てつ機モニタにおいて，クラッチの
すべりが発生した場合の転換負荷推定値は実測値とは乖
離し，かつ過大側の推定値となる。

3. 4　転換負荷の推定値の誤差要因
　以上より，転てつ機モニタが出力する転換負荷の推定
値の実測値に対する誤差は，図 6に示す①～③の要因が
影響すると考えることができる。
①　電流・電圧によるトルクの推定過程における誤差

θ＝cos－1 Tr

Forg

⎛
⎝

⎞
⎠

θ＝sin－1 2xo－L0

2rg

⎛
⎝

⎞
⎠

図３　転てつ機モニタの推定値の実測値との誤差率

図４　転換歯車回転角と転てつ機モニタの推定値

図５　クラッチすべり時の推定値と実測値
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②　トルクによる転換負荷の推定過程における誤差
③　クラッチすべりの影響による誤差
　このうち，①と②については試験を行った転てつ機モ
ニタにおいて実測値と乖離する試験結果が認められた。
②については転換機構の幾何学的関係を用いた負荷伝達
法について提案したが，①のトルクの推定についても電
流，電圧とトルクの関係について改めて検討を行うこと
とした。また，③のクラッチすべりについては，モータ
の電流や電圧から推定することは困難であるため，計測
項目を追加してクラッチすべり時のトルクを推定する手
法について検討した。

４．電流，電圧によるトルク，転換負荷の推定法

4. 1　電流，電圧に対するトルク等の特性と電流法
　電気転てつ機のモータおよびクラッチの特性を測定す
るための試験装置として，これらに回転のトルクとして
負荷を作用させる回転形負荷試験装置を製作した。
　この装置を用いて，負荷トルクが小さくクラッチのす
べりが発生しない運転状態における，TS-M形電気転て
つ機用のモータ（交流誘導電動機）の電流，電圧とトル
ク，回転速度の関係について試験を行った。なお，TS-M
形電気転てつ機のモータとクラッチは一体構造のため，
クラッチの入出力軸の回転速度を共に計測してすべりの
発生を特定することができない。そのため，モータ単体
の特性を得る試験については，クラッチのすべりトルク
（定格電圧において 6.6N・m）４）よりも十分に小さい，
2N・m以下の負荷トルクが作用したときの試験結果を用
いて評価することとした。
　図 7（a）にモータ電流に対する出力軸トルクを示す。
また，図 7（b）にモータ電流に対する出力軸の回転速
度の関係を示す。負荷トルク 2N・m以下のとき，モー
タ電流に対する出力軸トルクは概ね線形関係にある。ま
た，回転速度は電流に対して概ね線形関係にあることが
確認された。それぞれの線形近似式の傾きと切片は電圧

によって異なるものの，電流 Imとトルク Tmの場合は線
形近似式 (5)により，回転速度ωmとトルク Tmの場合
は線形近似式 (6)により得ることができる。例えば線形
近似式 (5)では，傾きαitと切片βitに電圧に応じた値を
代入することで両者の関係を得ることができる。なお，
線形近似式 (5)を用いて電流からトルクを推定する手法
を，電流法と呼ぶ。
　電流法と従来手法によるトルクについて，転換負荷の
実測値から算出した値に対する推定値の誤差率を図 8に
示す。クラッチのすべりの影響が少ない，平均転換負荷
5kN以下の試験結果における誤差率の分布は従来手法が
＋37%～－25%に対して，電流法は－6%～－25%であり，
動作毎のばらつきが従来手法よりも小さいことを確認した。

Tm＝αitIm＋βit (5)

Tm＝αntωm＋βnt (6)

4. 2　電流法，負荷伝達法によるトルク，転換負荷の推定
　以上の電流法，および 3. 2節に述べた負荷伝達法を
組み合わせて転換負荷を推定した結果を図 9に示す。ま

図６　転換負荷の推定誤差の要因と提案手法

図７　モータ電流に対するトルク，回転速度

図８　トルク推定値の誤差率（電流法と従来手法）

図９　電流法，負荷伝達法による転換負荷推定値
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た，転てつ機モニタのトルク推定値を用いて負荷伝達法
により推定した転換負荷，従来の転てつ機モニタによる
転換負荷推定値，および実測値についても示す。
　電流法と負荷伝達法を組み合わせた転換負荷推定値
は，従来の転てつ機モニタの推定値，および負荷伝達法
を単体で適用した推定値と比べると，転換中を平均した
転換負荷の大きさが実測値に最も近い。また，負荷伝達
法を単体で適用したときの推定値についても，電流法に
次ぐ結果が得られた。

５．クラッチすべりを考慮したトルク推定法

5. 1　クラッチすべり時の特性
　クラッチの入出力軸の回転速度差（すべり）が発生し
たときのモータ電流，電圧，および出力軸のトルク，回
転速度の関係について回転形負荷試験装置を用いて試験
を行った。4.1節にて述べたモータ電流 Imに対する線形
関係を踏まえて推定したモータの回転速度ωmと，試験
装置で計測したクラッチ出力軸の回転速度ωcとの比
ωc /ωmと，クラッチ出力軸に作用させた負荷トルクの関
係を図 10に示す。モータ電圧 84Vの場合，クラッチ出
力軸側に作用した負荷トルク Tcが 5N・m以上のときに
回転速度比ωc /ωmが 1.0を下回り，クラッチにおいて
すべりが発生していることがわかる。また，線形近似式
(5)によるモータトルクの推定値 Tmとクラッチ出力軸
に作用する負荷トルク Tcを比較した結果，クラッチの
すべりが小さい状態（回転速度比 0.9以上）では両者が
概ね一致する。一方，すべりが著しくなった場合には両
者は一致しない。したがって，すべりが著しいときのク
ラッチの出力トルクを電流法によりモータトルクから推
定することは困難であるといえる。
　そこで，計測が可能なモータ電流，電圧，およびクラッ
チ出力軸の回転速度からクラッチの出力軸トルク Tcを
推定する手法について検討した。その結果，図 11に示
す，モータトルク最大値 Tmcとクラッチ出力軸トルク Tc

との比 Tc /Tmcに対する回転速度比ωc /ωmを得た。ここ
で，回転速度比とトルク比は式 (7)の指数関数により近
似される。また，Tmcは式 (6)にクラッチ出力軸回転速
度ωcを代入し導出されることから，計測が可能なモー

タ電流，電圧，およびクラッチ出力軸回転速度から
TS-M形電気転てつ機のすべり時のクラッチ出力軸のト
ルク Tcを得ることができる。上記の方法によりクラッ
チ出力軸トルクを推定する手法を，すべり補正法と呼ぶ。

 (7)

　なお，式 (7)の係数αwTやβwTはクラッチの構造や特
性により異なる値となる。また，接触面圧や摩擦係数が
摩耗や調整状態によって変化するクラッチは，構造上，
出力軸のトルクや回転速度がこれらの影響を受けるた
め，この推定手法を適用することは困難である。

5. 2　すべり補正法，負荷伝達法による転換負荷の推定
　図 12にクラッチのすべりを伴いながら転換が完了し
た事例，およびクラッチのすべりが発生し転換不能に
至った事例のそれぞれについて，すべり補正法と負荷伝
達法を用いて得た転換負荷の推定値と実測値，および電
流法と従来の転てつ機モニタによる推定値を示す。本結
果は，計測を行った動作かんの移動量からクラッチ出力
軸の回転速度を推定してすべり補正法を適用した結果で
あるが，すべり補正法を用いた推定結果は，図 12（a）
の転換が完了した事例，図 12（b）の転換不能となった
事例において，他の推定法に対して最も実測値に近い推
定結果となっている。
　以上より，本稿で提案したトルクと転換負荷の推定手
法を用いた転換負荷の推定値は，いずれも従来の転てつ
機モニタでの転換負荷の推定値よりも実測値に近い転換

Tc＝αwTTc exp βwT
ωc

ωm

⎛
⎝

⎞
⎠

図10　クラッチの入出力軸回転速度比と負荷トルク

図11　クラッチすべり時のトルク比・回転速度比特性

図12　すべり補正法による転換負荷の推定
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負荷を推定できることを確認した。また，各手法は，す
べり補正法と負荷伝達法を組み合わせた場合，電流法と
負荷伝達法を組み合わせた場合，および負荷伝達法を単
独で適用した組み合わせた場合の順で実測値に近い転換
負荷の推定値が得られることを確認した。

６．提案手法の導入に対する評価

　転てつ機モニタの導入，特に既に転てつ機モニタが導
入されている箇所において提案手法を適用する場合の課
題を抽出するため，計測項目の追加，端末等に対する改
修項目，および導入効果について評価を行った。表 1に
評価結果を示す。
　負荷伝達法は，現在の転てつ機モニタ内部でのトルク
と動作かんストロークの推定値を用いた転換負荷の推定
方法のみが変更となるため，駅装置の改修により転てつ
機モニタの内部での演算方法を変更することで導入でき
ることが見込まれる。また，暫定的な導入方法として，
現行の転てつ機モニタの機能として備えられている，転
換動作毎のデータの外部出力機能を用いて書き出した
CSV形式のデータを入力して負荷伝達法による推定値
を出力する外部ソフトウェアを使用する方法が考えられ
る。外部ソフトウェアは，利用の都度計算を必要とする
が，転換不能の兆候が認められる場合や転換不能後の原
因調査の際，より実測値に近い推定値に基づき判断する
ことが可能となる。
　電流法についても，転てつ機モニタ内部での電流と電
圧に基づく転換負荷の推定方法が主な変更点である。負
荷伝達法とあわせた駅装置の改修で転てつ機モニタの内
部での演算方法を変更することで改修の効果が得られる
ことが見込まれる。
　すべり補正法については，現在計測されていない歯車
回転速度の計測が追加となるため，センサのほか，電気
転てつ機内端末，転てつ機モニタの駅装置等の全面的な
改修が必要となる。しかし，負荷伝達法と組み合わせる
ことで，転てつ機モニタを用いて検出すべき転換不能直
前の転換負荷の状態を従来手法よりも正確に得られるこ
とが見込まれる。また，正確な動作かんストロークも得
られることから，その導入効果は提案する手法の中で最

も高い。同様の効果は回転軸のトルクの計測や，クラッ
チの入出力軸の回転速度を共に計測する構成でも得られ
るが，前者は測定の原理上，S/N（信号/ノイズ）を確保
するために回転軸の強度を落とす必要があり，耐久性や
実装の観点で困難である。後者は電気転てつ機のモータ
やクラッチ部の構造変更を伴うことから，コストや実装
に関する課題が多い。したがって，クラッチすべりに対
する補正については，提案するすべり補正法と負荷伝達
法の組み合わせがコストや実現性の観点から最も優れて
いると考えられる。

７．まとめ

　転てつ機モニタに適用する転換負荷の推定手法につい
て検討を行った結果，以下の結果が得られた。
（1）転てつ機モニタにおける転換負荷推定誤差は，モー
タトルクの推定，トルクや動作かんストロークによる転
換負荷の推定，トルクに対するクラッチのすべりが要因
である。
（2）モータ電流，電圧からトルク，転換負荷を推定可
能な手法（電流法と負荷伝達法），およびクラッチ出力
軸の回転速度を上記に加えて計測してクラッチすべり時
のトルクを推定可能な手法（すべり補正法）を提案した。
（3）提案手法の導入に伴う課題と導入効果を評価した。
提案手法はいずれも従来手法に対して実測値に近い推定
値が得られることを確認した。
　本稿で示した転換負荷推定手法が，転てつ装置の維持
管理に活用できると考える。
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１．はじめに

　鉄道信号設備は，列車の安全・安定運行を確保するた
めの設備として，沿線に広く導入されている。また，信
号設備の高機能化および小型化に伴い，リレー制御によ
る継電機器から電子機器への置換えが進んで久しい。一
方で，電子機器は劣化傾向の把握が困難であることが多
く，導入された電子機器の更新時期の適切な設定が課題
となっている。これまでに著者らは，機器室等の屋内な
らびに鉄道沿線環境に設置されている信号用電子機器
（以下，それぞれ屋内電子機器，沿線電子機器とする）
を対象とし，使用環境に応じた摩耗故障期の故障率を算
出する評価手法の構築を行った１）２）。その結果，あらか
じめ設定した固定の環境条件下において，対象機器の最
短寿命部品および箇所を特定し，機器寿命を予測するこ
とを可能とした。ただし，沿線電子機器においては，対
象機器の収容状況の差異，ならびに将来にわたる環境変
動を考慮し，使用環境条件にマージンを設ける必要があ
る。それゆえ，過大なマージンが設定され，寿命が過小
評価される可能性がある。
　また，鉄道設備のメンテナンスは，従来の時間基準保
全（TBM：Time Based Maintenance）から状態基準保
全（CBM：Condition Based Maintenance）への転換が
進んでおり，鉄道沿線に点在する信号設備についても
様々な取り組みが行われている３）４）。
　そこで，著者らは，周囲の状況により環境が変化しや
すい沿線電子機器について，寿命予測精度の向上および

CBMへの適用を目指し，使用環境の変化を捉えること
で機器の寿命予測を行う新たな手法を構築した。本稿で
は，信号用電子機器の保全手法についての課題を整理す
るとともに，新たに構築した使用環境センシングによる
寿命予測手法の考え方とケーススタディによる検証結果
について述べる。

２．信号用電子機器の保全手法

2. 1　保全の現状とCBMへの期待
　鉄道設備のメンテナンスは，従前より一定周期で検査
や保全作業を実施する TBMが主流となっており，保全
計画が容易に構築できる利点がある一方，短期的には突
発的な故障に対応できないこと，長期的にはより多くの
マージンを確保した状態で設備更新が発生することなど
の課題を合わせ持っている。これら TBMの持つ課題を
解消するため，近年では CBMへの転換を図る動きが加
速している。CBMへの転換により，故障の予兆把握，
人手による定期検査の削減，ならびに効率的な設備更新
の実現が期待されている。現在，CBM化の取り組みが
行われている事例としては，JR東日本が提唱するスマー
トメンテナンス構想に基づく線路設備や車両設備のモニ
タリングなどが挙げられる５）。また，東京メトロ３）や
JR九州４）などでも同様の取り組みが進んでおり，鉄道
設備のメンテナンスにおける革新技術として，CBMに
対する期待が大きいことがわかる。

2. 2　信号用電子機器へのCBMの適用
　CBM実現のためには，対象設備における故障の予兆
把握が前提となる。線路設備や一部の車両設備のモニタ
リングにおいては，故障につながる劣化指標を直接セン

使用環境センシングによる信号用電子機器の寿命予測手法
藤田　浩由＊　　椿　健太郎＊　　高﨑　　建＊　　往古　直之＊＊

Lifetime Estimation of Signalling Electronic Equipment Based on Sensing Information of Usage Environment

Hiroyuki FUJITA　　Kentaro TSUBAKI　　Ken TAKASAKI　　Naoyuki OKO

　In recent years, technological development to shift from conventional time-based maintenance (TBM) to 
condition-based maintenance (CBM) has been progressing. In response to this trend, various efforts are being 
made for signaling equipment along railway tracks. However, there are issues to be solved when applying CBM 
to signaling electronic equipment of which indications of deterioration is difficult to be detected. Focusing on the 
environment in which signaling electronic equipment is installed, this paper describes the results of examining 
new methods for lifetime estimation of the equipment on the basis of sensing information of the usage 
environment.
キーワード：信号用電子機器，鉄道沿線環境，寿命予測，CBM，加速試験，センシング情報
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シングでき，かつ連続的に変化を捉えることができるこ
とから，CBM化に適した事例と言える。一方，信号用
電子機器のように劣化そのもの，あるいはその兆候を捉
えることが困難な対象も数多く存在しており，これらの
設備に対する CBMの適用が課題となっている。
　そこで，信号用電子機器については，これまでに構築
した寿命評価手法を基に，対象機器の設置された環境の
変化を捉えることで機器の寿命予測を行う新たな手法の
構築を目指すこととした。本手法は，あらかじめ設定し
た使用環境条件にて最短寿命箇所の予測寿命を求め，運
用中の使用環境を監視することで当初の予測寿命値の補
正を行うものである。これにより，間接的ではあるが，
実況での劣化状態を推定できるため，直接的に劣化状態
の監視が困難な対象においても，CBMの実現手段とし
て適用可能であると考える。
　このような使用環境センシングによる寿命予測手法の
実現にあたっては，評価対象機器の使用環境を把握する
とともに，環境変化の将来予測から寿命予測を行う仕組
みが重要となる。前者については使用環境センシング手
法，後者については逐次寿命予測手法として，4章およ
び 5章に構築した各手法の考え方を述べる。なお，その
前段として，あらかじめ設定した固定の環境条件下にお
ける寿命評価手法について 3章で述べる。

３．固定環境条件下での寿命評価手法

　本章では，これまでに構築した固定の環境条件下にお
いて，寿命評価を行う手法１）２）の概要について述べる。

3. 1　寿命評価のアプローチ
　信号用電子機器は，複数の基板から構成されることが
多く，各基板上には電子部品がはんだにより接合され，
回路が構成されている。したがって，電子機器全体の動
作を阻害する故障は，電子部品故障，基板故障，はんだ
接合部故障の 3点に分類される。過去に事業者ならびに
著者により，信号用電子機器の撤去品調査を行った結果，
アルミ電解コンデンサなどの有寿命部品に明確な特性変
化（劣化）を観測するとともに，沿線電子機器において
温度変化に起因するはんだクラックを確認した。また，
基板上の配線には錆や亀裂，断線などの特異な点は確認
されなかった。ゆえに，電子部品およびはんだ接合部を
寿命評価の対象部位として扱うこととした。
　沿線電子機器において，寿命に影響する環境ストレス
を抽出した結果を表 1に示す。さらに，表 1に示した
ストレス要因について，寿命に支配的要因となるものが
現地調査に基づき選定されている。選定された結果は，
定常温度，温度変化，水分・湿度などの温湿度となる。
　そこで，図 1に示すように沿線電子機器の寿命評価に

ついては，実装電子部品の寿命予測（部品評価）と接合
部を含む基板の寿命予測（基板評価）の 2つのアプロー
チで実施することとした。以下，3.2節に電子部品の寿
命予測手法について述べる。

3. 2　電子部品の寿命予測手法（部品評価）
　本節では，図 1に示す沿線電子機器の寿命評価手法の
うち，電子部品の寿命予測手法として，主機能に影響す
る部品抽出，信頼性試験データの取得，使用環境条件で
の寿命算出の 3段階について概要を示す。

　（1）主機能に影響する部品抽出
　対象機器において，構成する電子部品が寿命となった
場合に，当該機器の機能に与える影響度解析を FMEA
（Failure Mode and Effect Analysis）の手法を用い，影
響なし（Lv. 0），動作不安定（Lv. 1），部分機能停止（Lv. 
2），ユニット停止（Lv. 3），装置機能停止（Lv. 4）まで
の 5段階のレベルを定義することで実施する。基本的に
は，レベル 2以上の影響度であれば，自己診断機能によ
り故障検出が可能であるとともに，機能に影響があるた
め，部品寿命を機器寿命と捉えることが可能と考えられ
る。特にアルミ電解コンデンサや光系素子（フォトカプ
ラ）に代表される有寿命と考えられる部品，ならびに発
熱の大きい部品を選択する。

　（2）信頼性試験データの取得
　抽出した電子部品について，当該部品製作メーカより
信頼性試験データを取得し，加速条件（温湿度，電圧・
電流），試験時間，試料数，故障判定基準などの試験条
件を把握する。ここで，後述する累積故障確率の経年変

表１　�沿線電子機器の環境ストレス要因と寿命影響選定
結果

図１　沿線電子機器の寿命評価手法の概要
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化を導出するためには，部品寿命まで試験を実施した信
頼性決定試験データの取得が望ましいが，一般には公規
格に基づく信頼性適合試験データのみの部品が多い６）。
　いずれの場合であってもメーカによる既実施の信頼性
試験データを活用することで，新たな加速試験の実施を
不要とすることができる。

　（3）使用環境条件での寿命予測
　信頼性試験データを実際の使用環境に合わせるため，
加速モデルを使用して，使用環境下での故障時間 L1を
算出する（加速係数 AFを求め，検証時間 L0との積で
算出）。このとき，故障メカニズムが複数想定される場
合には，それぞれに対応した加速モデルにより故障時間
を並列で算出し，最短時間となるものを採用する。なお，
加速モデルは，機器稼働時のストレス要因に関係するも
のを選定するものとし，部品製作メーカ毎にモデルが異
なる場合は，対象部品の製作メーカに合わせて選定する
こととする。アルミ電解コンデンサ，フォトカプラにお
ける代表的な加速モデルとして，それぞれ電解液蒸散に
伴う静電容量低下を表す 10℃ 2倍則（アレニウス則の
近似）を式 (1)，内蔵する LEDの輝度低下を表す Black
モデルを式 (2)に示す。

 (1)

 (2)

　ここで，Eaは活性化エネルギー，kはボルツマン定数，
Jは電流密度，Tは絶対温度，nは係数を示し，添え字
の 1は使用環境条件，0は試験環境条件を示す。固定環
境条件にて予測するため，式 (1)，式 (2)における電流
密度および絶対温度について，あらかじめ設定した値を
代入することとしている。
　また，電子部品の信頼性試験データより，検証範囲を
特定する。信頼性決定試験を実施している部品の場合は，
定義されている故障時間を使用する。一方，信頼性適合
試験のみを実施している部品に関しては，信頼水準（CL）
における試料数（n）で規定される累積故障確率（F（t））
の値を式 (3)より求める６）。

 (3)

　ここで，信頼性適合試験結果より累積故障確率の経年
変化を推定する手法を図 2に示す。例えば，試料数 22
個，信頼水準 90%，故障数 0個の試験結果で検証可能
な領域は，式 (3)より図 3中の Aで示される領域となる
（F（t）＝10%）。本領域を加速モデルにより使用環境下

での故障時間に拡大すると，Bの領域となる。さらに，
図 2に示したようなワイブルプロット上での故障分布
の形状パラメータ（m）を経験的に決定し，累積故障確
率の小さい領域を推定すると，検証領域は Cまで拡大
できることとなる。これは，Bにおいて 1個目の故障が
発生したと仮定し，電子部品毎に最小と考えられる形状
パラメータの値を定める（経験値の中での安全側）こと
で求められる最悪想定の拡大検証領域を推定したものと
言える。
　このように，図 2の関係が得られると，任意の累積故
障確率に至るまでの時間を推定することができるため，
対象部品における耐用寿命の決定を可能としている。

４．使用環境センシング手法

　寿命予測を実施するうえで，評価対象機器の使用環境
を把握するためには，センシング項目およびセンシング
箇所を的確に選定することが必要となる。本章では，信
号用電子機器の使用環境におけるセンシング項目および
箇所の選定過程とともに，評価対象箇所に対するセンシ
ング精度検証試験の結果について述べる。

4. 1　センシング項目の選定
　3.1節より，寿命に支配的要因となる環境ストレスは，
定常温度，温度変化，水分・湿度などの温湿度となるこ
とから，センシング項目として，温度および湿度を選定
することとした。なお，信号用電子機器の構成要素のう
ち，アルミ電解コンデンサや光系素子に代表される有寿
命部品，ならびに接合部の主要な故障メカニズムは，温
度を環境ストレス要因としていることから，センシング
項目として，温度を必須項目とすることとした。

⎛
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図２　�信頼性適合試験に基づく累積故障確率の経年変化
推定手順
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4. 2　センシング箇所の選定
　4.1節にて選定したセンシング項目については，使用
環境下で推定される寿命決定箇所を直接センシングする
ことが理想である。ただし，寿命決定箇所毎にセンサが
必要になるとともに，既存機器に対する組み込みに課題
がある。それゆえ，比較的センシングの容易な収容箱内
空間や機器筐体表面を代表として，機器内部の対象箇所
の温湿度を推定する手法が有効と考えられる。そこで，
必須のセンシング項目として選定した温度について，セ
ンシング箇所に応じた推定精度の検証を行った。

　（1）検証方法
　直射日光を防ぐ遮蔽板付き収容箱に設置した踏切用列
車検知装置を供試体として，機器内部の対象箇所の温度
を真値として取り扱う。ここで，対象箇所は，あらかじ
め設定した使用環境条件にて推定した寿命決定箇所と
し，アルミ電解コンデンサ 2箇所，およびフォトカプラ
1箇所の計 3箇所とした。この寿命決定箇所の温度につ
いて，収容箱内空間温度，および対象機器筐体表面温度
から推定する試験を実施した７）。また，対象機器筐体表
面温度について，設置箇所の異なる収容箱間でのばらつ
きを検証した。いずれも温度センサとして，熱電対（T
型，HIOKI製）を用い，10分間隔で記録するとともに，
天候の網羅性を考慮して検証期間を 2週間以上確保す
ることとした。検証にあたっては，記録データから 1日
毎の平均温度を算出し，比較することとした。1日毎の
平均温度とした理由については，5.1節に後述する。
　なお，収容箱および機器筐体表面を基準とした温度推
定については，鉄道総研国立研究所所内にて実施し，代
表収容箱を基準とした温度推定については，JR四国土
讃線（土佐山田～土佐大津駅付近，10km程度の範囲）
にて実施した。それぞれの検証イメージを図 3に示す。

　（2）収容箱・機器筐体表面を基準とした温度推定結果
　実測した寿命決定箇所の温度について，1日単位の平
均温度における収容箱内空間温度，および対象機器筐体
表面温度からの差分の分布を図 4に示すとともに，収容
箱近傍に設置した百葉箱内空間温度からの差分の分布も
併せて示す。図 4より，寿命決定箇所の温度との差分は，
機器筐体表面温度を基準とした場合に最も分布範囲が小
さくなり，次いで箱内空間温度，百葉箱内空間温度の順
で分布が拡大する様子が見られる。対象機器が通電によ
り発熱状態となっていることから，百葉箱内空間温度と
比較すると，温度差分値が大きく乖離していることがわ
かる。ここで，図 4を用いると，それぞれの温度センサ
値を基準とした場合，寿命決定箇所の温度は「温度セン
サ値＋最頻出温度差分±分布範囲」で推定できる。こ
れは，分布範囲が小さいほど，精度よく対象温度を推定

できることを指す。したがって，分布範囲の最も小さい
機器筐体表面を基準とすると，例えばフォトカプラの温
度は，機器筐体表面の温度センサ値＋最頻出温度差分
9.8℃±分布範囲 0.8℃で推定（累積頻度 99%を包含）
できると言える。それぞれの温度センサ値を基準とした
場合の寿命決定箇所の温度推定範囲を表 2に示す。

　（3）代表収容箱を基準とした温度推定結果
　実測した周辺収容箱内に設置の対象機器筐体表面温度
について，1日単位の平均温度における代表収容箱内の
同筐体表面温度からの差分の分布を図 5に示す。図 5
より，10kmまでの範囲に存在する収容箱内の対象機器
筐体表面温度は，代表収容箱内の温度センサを基準とす

表２　各基準からの寿命決定箇所の温度推定範囲

図４　各基準からの寿命決定箇所温度の差分

図３　�温度推定の検証イメージ（（A）収容箱および機
器筐体表面基準，（B）代表収容箱基準）
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ると，温度差分値の乖離を含め，ばらつきを持った分布
となっている様子がわかる。これは，収容箱毎に設置高
さ，設置方角，周辺環境などの設置条件が異なるためと
考えられる。ここで，前述の (2)で示した温度推定方法
と同様に，「代表収容箱内の温度センサ値＋最頻出温度
差分±分布範囲」で推定すると，表 3に示す温度推定
範囲となる。分布範囲は，距離に比例して拡大する傾向
があるものの，10kmまでの範囲であれば，±2℃程度
（累積頻度 99%を包含）で推定できると言える。

4. 3　センシング箇所に対する温度推定精度
　4.2節では，寿命決定箇所の温度を機器毎あるいは代
表収容箱毎に設置した温度センサにより推定する場合の
精度について示した。なお，著者らはこれまでの研究に
おいて，気象庁の観測所公開データを用い，収容箱内の
温度を推定する方法について検討した。その結果，対象
とする収容箱と観測所間距離が 10km未満の場合，1日
単位の平均温度については，±5℃以内（累積頻度 99%
を包含）で温度推定を行えることを示している８）。
　本節では，温度推定精度が寿命予測値に与える影響に
ついて，上記の観測所公開データを用いた場合を含め考
察する。寿命予測にあたっては，温度が環境ストレスの
主要因となるアルミ電解コンデンサを例に試算した。こ
こで，温度センサとして用いた熱電対（T型）の測定精
度は，±1℃であるため，センサ単体誤差として考慮す
ることとした。本考察の比較対象は，センサを用いる方
式として，①寿命決定箇所毎（部品・箇所毎），②対象
機器毎，③代表収容箱毎にセンサを取付ける 3種類の温
度推定方式に加え，センサレスの方式として，④観測所
公開データを用いる方式の計 4種類とした。センサを用
いる方式の温度推定精度は，センサ単体誤差，機器筐体
表面温度からの推定誤差，代表収容箱からの推定誤差を
それぞれ含むことになる。つまり，①部品・箇所毎にセ
ンサを取付ける場合，温度推定精度はセンサ単体誤差の
みとなるため±1℃となる。同様に，②対象機器毎の場
合は，①に機器筐体表面温度からの推定誤差が加わるた
め±2℃，③代表収容箱毎の場合は，②に代表収容箱か
らの推定誤差が加わるため±4℃となる。センサレス方
式の④は，±5℃として扱うこととした。各方式の温度
推定精度と寿命予測精度の関係を試算条件と合わせて表
4に示す。表 4より，寿命予測精度検証用の比較用寿命
（真値：13.6年）に対し，温度推定精度の誤差に応じ
た寿命予測値が得られた。自明のことながら，温度推定
精度の誤差が小さいほど寿命予測誤差も小さくなるた
め，要求する寿命予測精度に合わせ，センサ構成を選択
できると言える。

５．逐次寿命予測手法

　3章で示した固定環境条件下での寿命評価手法は，環
境変動の発生しにくい屋内電子機器では有用である。ま
た，沿線電子機器においても，ある程度マージンを見込
んだ環境条件を設定することで，固定条件での寿命予測
も十分有用であると考えられる。ただし，環境変動に対
して必要以上のマージンを設定した場合，寿命予測結果
が大幅に短縮される可能性があるほか，収容箱内環境の
変化に追従した予測が難しい。そこで，選定した加速モ
デルの環境変数をセンシングし，その情報を寿命予測計
算の入力値として使用する手法の構築が必要となる。本
章では，3章で述べた固定環境条件下での寿命評価手法
を拡張し，センシング情報を反映可能とした逐次寿命予
測手法の考え方と概要について述べる。

5. 1　逐次寿命予測手法の考え方
　信頼性試験データを実際の使用環境に合わせるため，
加速モデルを使用する。このとき，使用環境の時間変化
を表現するため，加速モデルを時間に対して離散化し，

図５　代表収容箱からの周辺収容箱温度の差分

表３　代表収容箱からの周辺収容箱の温度推定範囲

表４　温度推定精度と寿命予測精度の関係
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積算することで寿命予測を行う。L1を実使用環境下で
の寿命時間，L0を試験時間，pを離散時間間隔，nを離
散化された時刻の総数，AFiを離散化された各時刻にお
ける加速係数とするときの離散化加速モデルを式 (4)に
示す。

 (4)

　また，式 (4)で表される離散化加速モデルを式 (1)，
式 (2)で示したアルミ電解コンデンサ，フォトカプラに
おける代表的な加速モデルに適用すると，式 (5)，式 (6)
となる。ここで，T1iを離散化された各時刻における使
用温度，J1iを離散化された各時刻における使用電流密
度とする。

 (5)

 (6)

　式 (5)，式 (6)ともに温度の積算量が寄与することが
わかる。一方，式 (6)において，動作ストレスである電
流密度についても離散化の要素はあるが，回路構成上変
動が生じる可能性が低い場合は，定数として扱うことと
した。
　なお，この離散化加速モデルにおける時間間隔の設定
値 pは，加速モデル毎に考慮する必要がある。例えば，
式 (5)，式 (6)のように温度の積算量が寄与するモデル
の場合は，高温側で加速が進むため，温度のピークを捉
えることが重要となる。ここで，式 (5)を用いた場合の
時間間隔設定値と 10分毎の予測結果を基準に正規化し
た寿命予測結果の関係について，図 6に示す。寿命予測
にあたっては，気象庁の観測所データ（2001年 1月 1
日開始，府中）を用い，10分毎，1時間毎，1日毎，1
月毎，4半期毎，および 1年毎の平均温度から試算した。
図 6より，時間間隔をより細分化した場合に真値に近づ
くこととなり，時間間隔を 1日毎とした場合は 10分毎
に対して 103%，同 4半期毎とした場合は 107%程度と
なる。使用環境センシング手法において，寿命決定箇所
の温度を筐体表面温度などから推定する場合，時間間隔
が細分化されると筐体などの熱容量の影響が無視できな
くなるため，温度推定精度が悪化する懸念がある。一方，
温度サイクルが影響する加速モデルの場合，日間最高温
度，最低温度の差分が寄与することから，時間間隔は最
低でも 1日毎とする必要がある。
　したがって，信号用電子機器においては，時間間隔の

設定値を 1日毎とし，予測した値から 3%分差し引いた
値を最終寿命予測値として提示することとした。

5. 2　逐次寿命予測手法の概要
　逐次寿命予測手法は，5.1節で示した離散化加速モデ
ルを核とし，センシング情報に基づく寿命実況値算出，
将来予測，異常検出の 3つのアルゴリズムから構成され
る。本節では，それぞれの概要について述べる。

　（1）寿命実況値算出
　寿命実況値算出アルゴリズムでは，離散化加速モデル
を用い，実際の使用環境での劣化進展度合いを信頼性試
験データにおける試験時間に換算する。このとき，時間
間隔の設定値 p毎に試験時間と対応させる。例えば，ア
ルミ電解コンデンサの信頼性試験データとして 105℃，
1,000時間が示されている場合の寿命実況値算出イメー
ジを図 7に示す。ここで，100日間 75℃で使用した場合，
式 (5)より 1日毎の加速係数は 8倍，試験時間に換算す
ると 1日あたり 3時間分となる。すなわち，実際の使
用環境 100日分は，試験時間に換算すると 300時間分
となり，劣化が 30%進展したと表現できる。
　なお，任意の累積故障確率を考慮する際は，加速係数
は変わらないため，3.2節で述べた式 (3)およびワイブ
ル分布の形状パラメータを用い，基準とする試験時間を
調整することで対応する。上記の事例において，試料数
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図６　�時間間隔設定値と寿命予測結果の関係（アルミ電
解コンデンサ，10分毎基準）

図７　寿命実況値算出および将来予測イメージ
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22個，故障数 0個，形状パラメータを 4と仮定すると，
累積故障確率 10%では 1,000時間，同 0.1%では 556
時間となる。

　（2）将来予測
　将来予測アルゴリズムでは，将来のセンシング情報を
予測するとともに，予測結果に基づき（1）で示した実
況値算出アルゴリズムを適用することで，寿命までの到
達時間（劣化ペース）を推定する。センシング対象であ
る温度は，国内の多くの地点で年間を通じた大きな変動
がある。そこで，図 7の下部に示すように 1日毎の温
度センシング値を 1年間蓄積し，直近 365日周期のデー
タとして繰返し適用することで，将来の温度予測を行う
こととした。それゆえ，センシング開始直後の 1年間は
将来予測ができないが，今回構築した寿命予測手法では，
初期故障や偶発故障ではなく，摩耗故障を対象としてい
るため，実運用上の問題はないと考えられる。
　また，地球温暖化を考慮し，国連気候変動に関する政
府間パネル（Intergovernmental Panel on Climate Change, 
IPCC）の第 5次評価報告書に記載される温室効果ガス
排出量のシナリオのうち，最悪ケースを想定したシナリ
オ（Representative Concentration Pathways, RCP 8.5）に
基づき，今後 100年間での温度上昇を 4℃（0.04℃/年）
と見積もることとした９）。

　（3）異常検出
　異常検出アルゴリズムでは，センシング情報から使用
環境の異常な変化を検出し，管理端末などに通知を行う。
センシング対象である温度は，年間を通じての変動のほ
か，対象機器の異常発熱，同一収容箱内の他機器の取替
えや数量増減，周辺環境の変化などに影響される。収容
箱の扉開閉のような一時的な温度変化は，対象機器の寿
命に大きく影響を及ぼさないが，恒常的な変化となると
無視できない。それゆえ，異常検出は，気候変動による
センシング値の変化を除いた，恒常的な温度環境変化を
的確に識別することが求められる。単独のセンシング情
報で気候変動と検出対象の状態との識別を行うことも不
可能ではないが，検出までに時間を要する。
　そこで，隣接収容箱内のセンシング情報または気象庁
の観測所公開データとの比較により，異常検出を行うこ
ととした。異常検出のイメージを図 8に示す。いずれも
対象のセンシング情報に対して，隣接収容箱内のセンシ
ング情報および観測所公開データとの 1日毎の平均温
度を比較する。例えば，相互の差分から異常検出の温度
差分しきい値を決定し，決定したしきい値を連続して超
過した場合に異常とすることで，気候変動を除いた恒常
的な変化を速やかに検出することができる。
　異常検出時は，管理端末などに通知を行う。寿命予測

値が短縮する側の異常の場合，使用環境を従前に改善可
能であれば，そのように対処することで機器の延命を図
ることができる。

６．ケーススタディ

　5章で示した逐次寿命予測手法を実装したツールを作
成し，沿線電子機器内部に実装されているアルミ電解コ
ンデンサを例に，将来予測に関するケーススタディを
行った。ケーススタディの条件を表 5に示す。1日毎の
温度センシング値として，気象庁の観測所公開データ
（2001年 1月 1日開始，府中）を用い，発熱分 25℃を
加えた値を部品温度とした。また，センサ誤差±1℃を
想定した寿命予測範囲も合わせて試算した。累積故障確
率 10%（B10 life）に至る寿命時間を予測した結果を図 9
に示す。
　図 9は，観測所公開データを真値とした場合に，残寿
命の 10年前時点での予測結果を示している。図 9の上
段は，この時点までに実績として得られた温度を赤線，
直近 365日周期のデータとして繰返し適用し，
0.04℃/年の温度上昇を考慮した将来の温度予測値を緑
線で表している。図 9の下段は，横軸を経過時間，縦軸
を残寿命として寿命までの到達時間（劣化ペース）の推
移を示し，実績温度センシング値による寿命予測結果

図８　異常検出イメージ

表５　ケーススタディ設定条件
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（真値）を赤線，将来予測温度に基づく寿命予測結果を
緑線で表している。結果として，残寿命 10年に対して
9.8年の寿命予測となっており，5.1節で述べた時間間
隔の設定値による誤差分 3%を考慮しても半年以内の予
測誤差が実現できている。一方，これまでの固定環境条
件下では，± 5℃のマージンを設けていたため，同条件
で試算すると，残寿命 10年に対して短い側で 4.9年の
寿命予測となり，逐次寿命予測手法により予測精度向上
が実現していることが示された。なお，他の期間の観測
所公開データ（1981年，1991年のいずれも 1月 1日開
始，府中）においても，同様にケーススタディを実施し
たところ，寿命到達 10年前時点で約半年の誤差範囲と
なることを確認している。これは，更新計画の策定に際
して，寿命到達 10年前時点で年間の更新箇所の選定が
行えることを示唆する結果と言える。ただし，センサ誤
差や対象箇所の温度推定誤差を考慮すると寿命予測の誤
差範囲が拡大するため，要求する寿命予測精度に合わせ，
センサ構成を検討する必要がある。

７．おわりに

　本稿では，信号用電子機器の保全手法についての課題
を整理するとともに，新たに構築した使用環境センシン
グによる寿命予測手法の考え方とケーススタディによる
検証結果について述べた。
　使用環境センシングによる寿命予測手法においては，
信号用電子機器の寿命に与える環境ストレスの主要因を
温度とし，センシング対象として選定するとともに，対
象機器毎および代表収容箱毎の温度測定結果より，寿命
決定箇所の温度推定精度を導出した。さらに，逐次寿命
予測手法として，離散化加速モデルを核としたセンシン
グ情報に基づく寿命実況値算出，将来予測，異常検出の
考え方について示し，特に将来予測に関するケーススタ
ディの結果，寿命到達 10年前時点で半年以内の予測誤

差を実現した。本寿命予測手法を活用することで，予測
精度の向上が可能となり，鉄道事業者において適切な時
期での更新計画策定に活用できると考えられる。
　また，本寿命予測手法は，使用環境に基づき実況での
劣化状態の推定ならびに将来予測が可能であるため，信
号用電子機器のように劣化そのもの，あるいはその兆候
を捉えることが困難な対象においても，CBMの実現手
段として適用可能であると考える。
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１．はじめに

　鉄道において，信号設備はその役割の性質上，線区を
構成する駅および駅間に分散して設置されている。その
ため，設備の位置や状態を管理する業務や工事設計の際
の現場確認に非常に労力がかかっているのが現状である。
　例えば，台帳の情報と現場の設備に相違点がないか確
認するために，現場に赴いて徒歩巡視などで調査してい
る。その他にも，工事設計業務に必要な既設のケーブル
トラフの蓋の枚数などの情報は，既存のデータベースに
登録されていない場合が多く，担当者が現場に赴いて調
べている。
　メンテナンス業務における作業負担を軽減するため
に，現場に行かずとも設備の状態や設置位置を確認でき
るシステムが必要である。レーザービームを照射して物
体の位置をセンシングする LiDARセンサや GNSSなど
を用いて設備の位置や状態を把握する方法も提案されて
いる。しかし，専用車両を用意する必要があり，センサ
が高額である場合が多いため，閑散線区などではコスト
に対してメリットが見合わない可能性がある。
　そこで，我々は市販のハンディカメラ 1台だけを用い
て信号設備のメンテナンス業務を支援するシステムを開
発している１）２）。我々の提案するシステムは，台帳管理
や図面のチェック等を補助するために，ハンディカメラ
から得られた列車の前方映像から，設備を認識し，設備

の位置を推定する。システムを使用するためのハード
ウェアとして数万円程度のビデオカメラと三脚などのカ
メラ雲台（マウント）を用意すれば良く，低コストで実
現が可能である。
　本稿では，システムの概要と，システムを構築する要
素技術について述べ，精度検証の結果を報告する。要素
技術については，前方映像を疑似的に線路の真上から見
た俯瞰画像に変換する手法，俯瞰画像から各フレームに
対する位置を推定する手法，前方映像から設備を認識す
る手法，設備の劣化度を推定する手法の順に述べる。

２．システムの概要

　提案システムには，列車の運転台から撮影した列車前
方の映像を入力する。撮影に必要な機材はハンディカメ
ラ 1台とカメラを固定するマウントのみである。列車前
方映像の例を図 1に，実際に撮影している様子を図 2
に示す。カメラは前面ガラスなどに固定して列車前方を
撮影する。この際，列車近傍の設備が映像中でブレるこ
とを避けるために，シャッタースピードを速く設定する
ことが望ましい。本研究で使用する列車前方映像は，
3,840×2,160画素のハンディカメラを使用し，30fpsで
撮影している。
　また，提案システムは以下の要素技術から成り立つ。
各手法の詳細については 3章で述べる。
　①　軌道面の俯瞰画像の生成
　各フレームの軌道面を射影変換し，疑似的に軌道を真

ハンディカメラによる列車前方映像を用いた
信号設備の管理支援システムの開発

向嶋　宏記＊　　長峯　　望＊

Development of Signal Facilities Management Support System
Using Camcorder Video on Train Cab

Hiroki MUKOJIMA　　Nozomi NAGAMINE

　Signalling facilities in railways are continuously installed in scattered locations along lines between stations. As a 
result, a great deal of labor has continued to be required in maintenance work for performing individual inspections 
and facility management work for verifying the location and type of installation up to the day. Then, to reduce the 
workload in maintenance, there is a requirement for a system that can automatically recognize and inspect facility 
without going to the site. Therefore, we have developed a system that supports maintenance work on signalling 
facility with only one camcorder installed in a train cab. The proposed system recognizes signalling facilities from 
video obtained by camera and estimates the location of the facility to assist the maintenance work. This paper 
describes an outline of the proposed system and the fundamental elemental technologies used to build it.
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上から見た俯瞰画像に変換する。俯瞰画像上で，設備間
の距離やケーブルの長さなどを計測することも可能である。
　②　キロ程の推定
　俯瞰画像から，フレーム間のオプティカルフローと呼
ばれる画素の移動量を求め，各フレームが撮影されたキ
ロ程（走行位置）を推定する。オプティカルフローから
求められるのは画素単位の走行距離であるが，フレーム
に対応した 2地点以上のキロ程をユーザーから与える
ことで，画素に対する距離を割り当て，各フレームのキ
ロ程を推定する。
　③　設備の抽出
　深層学習によって各フレームから沿線設備を認識す
る。複数のフレームに渡って認識した設備は追跡処理に
より 1つの設備として統合させる。
　④　劣化度の推定
　深層学習によって，設備外観の劣化度を推定する。学
習時には，分類問題として学習させた結果を推定確率の
重み付き和として計算することで連続値として推定する。

３．列車前方映像に対する画像解析手法

3. 1　俯瞰画像の生成
　列車前方の映像は，運転台から撮影されているため，
画像内の軌道面は下端から消失点に向かって小さくな
る。例えば，軌道面を画像中から切り出すと図 3に示す

通り台形の形状となり，画像上部ほど，軌間の画素数が
少なくなっていることが分かる。この台形状の軌道画像
では，実距離と画素の対応が画像中の位置で変化するた
め，設備間の距離を画像から把握することが難しい。そ
こで，実距離と画素の対応を任意の位置で同一とさせる
ために，軌道面に対して射影変換を施し俯瞰画像に変換
する。図 3を俯瞰画像に変換した例を図 4に示す。こ
こで，射影変換とは任意の四角形を別の任意の四角形に
移す変換である。俯瞰画像中の縦横比を正しくするため
に，まくらぎなどの既知の大きさの設備を基準にして，
1画素あたりの実寸法を与え，射影変換のパラメータを
調整する。

3. 2　長尺俯瞰画像の生成
　前節で述べた俯瞰画像を，フレーム間で連結すること
で図 5に示す長尺な俯瞰画像を生成する。まず，俯瞰画
像からフレーム間のオプティカルフローを求める。オプ
ティカルフローの平均値を求めることにより，画像の移

図１　列車前方映像

図２　撮影の様子

図３　列車前方映像の軌道面

図４　軌道面の画像を俯瞰画像に変換した例
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動量が計算される。移動量の計算処理のイメージを図 6
に示す。この移動量は実際には画像の縦と横の 2次元の
移動ベクトルである。次に，移動ベクトルに従って俯瞰
画像の位置を調整し，レールが直線に繋がるように連結
する。ただし，カーブなどにおいて，俯瞰画像内のレー
ルが傾くためレールが直線に繋がらない場合がある。そ
こで，移動ベクトルの角度をレールの傾きとみなし，俯
瞰画像をスキューさせることで傾きを補正した後，俯瞰
画像を連結する。スキューとは，長方形を傾けて平行四
辺形に変換する処理である。また，俯瞰画像の接続箇所
にはアルファブレンディングを施すことで滑らかに俯瞰
画像を連結する。アルファブレンディングとは，2枚の
画像を合成する際に画像を透過させて重ねる手法であ
る。3.1節で述べた通り，大きさが既知の設備を基準と
することにより，長尺俯瞰画像上でも距離を計測するこ
とが可能となる。

3. 3　キロ程の推定
　俯瞰画像の移動量から速度を求め，映像を撮影してい
る列車自身の走行速度と現在のキロ程を推定する。図 6
に示した移動量を，連続するフレーム間で求め，図 7に

示す縦軸を移動量，横軸をフレーム（時刻）とする速度
情報を得る。その後，移動量を累積することにより，映
像全体の累積移動量が求められる。
　ここで，求められる列車の速度は，単位が［画素／フ
レーム］となるため，累積移動量も単位は画素である。
そこで，フレームに対する既知のキロ程（位置情報）を
2箇所以上与えることで，画素と実距離の換算を行い，
各フレームに対するキロ程とその時の走行速度を推定す
る。キロ程の与え方としては，データ取得の都度，ユー
ザーが駅停車のフレームや地上子などの設備を選択し，
駅のキロ程や設備のキロ程を手動で割り当てる方法を想
定している。なお，キロ程とフレームの対応付けを自動
化する方法としては，駅停車フレームを検出し，停車位
置目標の位置情報と紐づける方法が考えられる。

3. 4　設備認識
　入力された映像の各フレームから，深層学習により設
備を認識する。認識対象とは図 8に示す 20種類の設備
とした。図 8と対応する設備の名称を表 1に示す。ネッ
トワーク構造としては Scaled-YOLOv4３）を用いた。映
像の各フレームで認識対象設備の位置，大きさ（検出枠）

図５　長尺俯瞰画像の生成例

図６　移動量の計算処理のイメージ 図７　キロ程への変換
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と推定の信頼度が出力される。フレーム単位で認識処理
を行うため，同一の設備が複数のフレームで認識された
場合に統合させる必要がある。そこで，追跡処理により
連続するフレーム間で設備の対応付けを行い複数のフ
レームで撮影された同一設備を 1つの設備として認識
する。

3. 5　劣化度推定
　前節で認識した設備に対して深層学習で劣化度を推定
する。本稿では，3.4節の設備のうち，図 8の⑦踏切制
御子箱と⑨器具箱の汚れや錆びを劣化度推定の対象とし
ているが，それ以外の設備についても，同様の手法で劣
化度が推定できると考えられる。アノテーションは劣化
度を以下の 4つの段階に分けて付与した。
　劣化度 1　汚れや錆びがない（全くない）
　劣化度 2　ある面に汚れや錆びがある（4割程度まで）
　劣化度 3　複数面に汚れや錆びがある（8割程度まで）
　劣化度 4　全体的に汚れや錆びがある（8割以上）
　括弧書きの記述は，汚れや錆びが設備に占める割合の
おおよその基準である。なお，ここでは画像上で見える
面のみを判断の対象としてアノテーションを付与した。
　ネットワークについては，Swin Transformer４）を用い
て，クロスエントロピー誤差により分類問題として学習
する。学習の際には，Label Distribution Learning（LDL）
法を用いる。LDL法は，順序を持つクラスの分類問題
の誤差について，順序を考慮して計算できる手法である。
一般的な分類問題では正解クラスが 1で他のクラスが 0
となる one-hotベクトルで扱うが，LDL法では，正解
クラスを平均値とする正規分布を正解として誤差を計算
する。one-hotベクトルによる誤差では，正解か不正解
かの 2択でしか誤差が計算されないが，LDL法では，
どの程度正解からずれているかが考慮されるようにな
る。LDL法を適用するにあたって，学習データに含ま
れない劣化度 0や劣化度 5，小数の中間クラスを増やし
ている。具体的には，劣化度のクラスを 0～5まで 0.5
刻みで 11クラスに設定した。最終的な劣化度の推定結
果は，各劣化度とその推定確率の重み付き和を計算する

ことで，分類問題として学習した結果を連続的な数値で
出力する。

４．精度検証

4. 1　キロ程推定精度の検証
　営業線で撮影した実映像を使用して，3.3節で述べた
キロ程推定手法の精度を検証した。検証に用いた映像中
の列車の実走行距離はおよそ 35kmである。精度の検証
にあたっては，正解データとして ATS地上子のキロ程を
使用した。具体的には，ATS地上子が画像下端にあるフ
レームを当該 ATS地上子のキロ程で撮影したフレームと
し，65箇所分の ATS地上子で正解付けを行った。
　65箇所の正解点のうち，全区間長をおおよそ 4等分
するように 5点を参照点として使用し区間全体のキロ程
を推定した。推定結果に対して，参照点に使用していな
い 60点でキロ程の推定誤差を評価した結果を図 9に示
す。なお，区間中に断キロが含まれていたため，断キロ
地点に対しても正しいキロ程を割り付けた。図 9は横軸
が映像の時間，縦軸が誤差の絶対値である。図 9より，
参照点から遠い地点の誤差が大きい傾向にあることが確
認できる。なお，区間全体の平均絶対誤差は約 6 mであっ
た。また，図 10に誤差の度数分布を示す。最大誤差は
19m，誤差の平均は 3.9ｍ，標準偏差は 7.0ｍであった。
　列車前方映像から推定したキロ程は，走行距離の影響
を受ける一方で，鉄道におけるキロ程は実際の列車の走
行距離とは必ずしも一致しないため，誤差が発生すると
考えられる。ただし，映像中からキロ程によっておおよ
その位置を検索する用途においては，平均 6mの誤差は
問題ない精度であると考えらえる。

4. 2　設備認識精度の検証
　営業線で撮影した実際の設備の画像を用いて，認識精
度の検証を実施した。学習データには 18,628枚の画像

図８　認識対象設備一覧（全20種）

表１　認識対象設備
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を使用した。約 2km長の区間の映像に対して設備の認
識結果を確認したところ，走行線の真横を通過する設備
については，見逃しは発生しなかった。認識結果の例を
図 11に示す。

4. 3　劣化度推定精度の検証
　営業線で撮影した器具箱と踏切制御子箱の画像を用い
て，劣化度推定手法の精度を検証した。学習データには，
8,803枚の画像を使用し，評価データには，2,494枚の
画像を使用した。評価データにおける劣化度の内訳は，
劣化度 1が 630枚，劣化度 2が 1,391枚，劣化度 3が
277枚，劣化度 4が 184枚となっている。評価データに
対する推定結果を，分類の正解率と推定値の平均絶対誤
差で評価した。なお，器具箱と踏切制御子箱は学習にお
いて区別していない。
　劣化度の推定結果について，各クラスでの推定結果の
割合を図 12に示す。グラフ中の各線はそれぞれ劣化度

の正解クラスに対応している。それぞれの正解クラス周
辺で割合が最大となっており，大きく推定結果が外れて
いないことが確認できた。分類問題としての正解率は
73%であり，劣化度の実数値としての平均絶対誤差は
0.33であった。推定結果の例を図 13に示す。画像中の
右下の数字はアノテーションとして与えた劣化度であ
る。例えば，劣化度 3の結果について，天板のみが大き

図９　キロ程の推定誤差

図10　キロ程推定誤差の分布 図11　設備の認識結果の例

図12　クラス毎の劣化度推定結果

図13　劣化度の推定結果の例
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く錆びている踏切器具箱は劣化度 2.7，天板に加えて側
面にも錆びが濃く出ている踏切制御子箱は劣化度 3.3と
アノテーションが同じクラスであっても劣化の度合に
よって推定値が変化していることが確認できる。
　実用上は，例えば劣化度 2.5未満は健全，劣化度 2.5
以上，3.5未満は要注意，劣化度 3.5以上は要検査など
のように，管理区分と劣化度を紐づけて活用する。

５．設備管理支援アプリケーション

　提案システムのうち，俯瞰画像生成手法，キロ程の推
定手法，設備の認識手法の 3つを組み込んだアプリケー
ションを製作した。アプリケーションのスクリーン
ショットを図 14に示す。入力した列車の前方映像に対
して，認識した設備を矩形で表示している。前方映像の
下には映像の各フレームに移動するためのスライドバー
があり，その下にフレームに対する速度をグラフとして
表示している。グラフの縦軸が速度で，横軸がスライド
バーに対応したフレームとなっており，駅停車などが視
覚的にわかるため，閲覧したい場所をスライドバーで探

し易くしている。真上から俯瞰した画像を画面の右側に
示している。設備リストも表示しており，表示したい設
備をクリックすればその設備が映っているフレームへ移
動することもできる。また，各手法で推定した情報の提
供方法は様々な方法が考えられるが，例えば，図 15の
ように，設備の種別とキロ程情報から，簡易的な図面を
作成することで，ユーザーが設備を探し易くすることも
考えられる。

６．おわりに

　設備のメンテナンスを軽減させるための安価なシステ
ムとして，ハンディカメラと画像処理を用いたシステム
を提案した。提案システムでは，俯瞰画像の生成，キロ
程の推定，設備の認識，劣化度の推定を，ハンディカメ
ラで撮影した列車前方の映像のみによって行う。キロ程
の推定精度を検証したところ，35kmの区間に対して参
照点を 5点与えることで，平均絶対誤差が 6m程度であ
ることを確認した。作業者の補助という用途であれば，
設備の認識精度も実用上問題のない精度であると考えら
れる。また，設備の劣化度についても学習データには含
まれない中間的な状態も推定できることを確認した。
　今後は，実用化に向けて，線区によらずシステムが正
しく動作することを確認するとともに，上下線を走行し
た映像や撮影時期が異なる映像において同一設備を認識
して紐づけることで，時系列で設備の情報や劣化度を確
認する手法について検討を進めていく。
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図14　アプリケーションの動作画面

図15　簡易図面の生成例
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１．はじめに

　近年，様々な産業分野において，メンテナンスの効率
化のため，多種多様な状態監視データを用いた分析の検
討が進められている１）。しかし，鉄道分野では，状態監
視データや諸元等のメンテナンスデータが，業務系統毎
に独自のデータ形式や位置情報で管理されているため，
他業務系統のデータと自系統のデータを一括して扱うこ
とが難しく，自系統のデータのみを用いた分析がほとん
どである。しかし，異なる系統間の設備は相互に影響し
ており，保全の効率化を進めるためには，分野横断的な
分析が期待される。そこで筆者らは，鉄道分野のデータ
を横断的に扱うため，全業務系統のデータを統一した形
式で蓄積・管理し，かつユーザの希望する位置表現でデー
タを提供する「データサーバ」と，系統を超えたデータ
の相互関係を分析する「分析基盤」を統合した「統合分
析プラットフォーム」の構想を提案している２）。
　分野横断のデータ分析手法は他分野ですでに研究・開
発されている３）。鉄道においても，データを分野横断で
共有する取組みはあるが４），データを共有することの効
果やメリットが明確になっておらず，現状では決め手と
なる手法やシステムは確立されていない。そこで，我々
は，分野横断によるデータ共有や分析の効果を検証する
と共に，事業者に体現してもらえるように，実機と実デー
タを用いるデモシステムを構築した上で，仕様を策定，
提案することを目指している５）。
　本稿では，まず，統合プラットフォームのネットワー

ク構成，およびデータサーバと分析基盤の仕様について
示す。次に，鉄道総研所内試験線で得られるデータ向け
に構築した，プラットフォームの小規模なプロトタイプ
システム（以下，所内版プラットフォーム）の開発とサ
ンプルデータを用いた動作確認結果を紹介する。

２．統合分析プラットフォーム

2. 1　現状のメンテナンスデータの課題
　鉄道の保守は，定められた点検周期に基づいて行われ
ている。設備の遠隔監視は，従来から実施されてきたが，
デジタル技術の発展に伴い，より詳細なデータを高頻度
で収集可能になってきている。これにより，計測された
データから設備等の状態を判断し，その状態に応じて適
切にメンテナンスを行う予防保全や状態監視保全が着目
されている。これらを実現するためには，収集されたデー
タから，状態の変化を予測し，適切な保全タイミングを
決定する必要があるが，この決定が難しいという課題が
ある。その要因として次のようなものが挙げられる。
・データ収集用のシステム外にデータを取り出せない
・データの分析技術や分析環境を有していない
・十分なデータ数が得られていない
・分析のための測定項目が不足している
・自系統のみに閉じた分析しかされていない

2. 2　分野横断のメンテナンスデータの課題
　前節の最後でも示したとおり，メンテナンスデータの
分析の多くが自系統で取得されるデータの分析に留まっ
ている。実際は，軌道の状態が車両動揺に影響するなど，
系統を超えた相互関係が存在する。系統間の相互関係の

分野をまたがる鉄道メンテナンスデータの
統合分析プラットフォームの開発

流王　智子＊　　河村　裕介＊＊　　羽田　明生＊＊　　栗田　いずみ＊
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processing. This paper introduces the network configuration and functions of the platform, and a prototype 
system built based on these.
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一例を図 1に示す。図 1には，軌道，電力，車両で取
得されるデータを例として，複数業務系統のデータを用
いた活用手法を紫色の四角で示した。図 1に示したよう
に，鉄道分野では，各業務系統のデータを相互に活用す
ることで，これまで把握できなかった状態情報や関係性
を得られることが期待される。しかし，現状では分野横
断的にデータを扱うシステムが存在しない。さらに，前
述したとおり，業務系統毎に異なる形式や位置情報でメ
ンテナンスデータが管理されているため，他業務系統の
データと自系統のデータを同じ座標軸で扱うことが難し
いという課題がある。

2. 3　統合分析プラットフォーム導入のメリット
　統合分析プラットフォームは，2.2節に示した課題を
解決できるよう分野横断的にデータを扱うためのシステ
ムである。このプラットフォーム内で，自系統の距離概
念と系統共通の距離概念の二つを持つデータフォーマッ
トにデータを変換する。このテーブルにより，複数系統
のデータを統一された横軸で表現したり，他系統の距離
を，自系統の距離に再変換したりすることができる。し
たがって，統合分析プラットフォームを利用すると，2.2
節で挙げた，他業務系統のデータと自系統のデータを同
じ座標軸で扱うことが難しいという課題に対して，共通
の距離概念を介することで，複数系統のデータの利用が
実現可能となる。また，2.1節で挙げたデータ数や測定
項目の不足の課題に対しては，他系統のデータを利用す
ることで，それらを補間することが可能となる。さらに，
分析基盤がプラットフォーム内にあることにより，デー
タ分析者が独自に分析環境や分析手法を構築することな
くデータ分析を行うこと，および，他系統ですでに開発
されている分析手法やアプリケーションを扱うことがで
き，効率的なデータ利用や分析が可能である。

2. 4　統合分析プラットフォーム構築の課題
　データ共有を実現するプラットフォームは，すでに他
の産業分野では実用化されている。例えば，行政サービ
スで利用されている X-Road６）やスマートシティ向けの
FIWARE７）などがある。これらは，分散型方式を採用
しているため，業務系統間で直接データをやりとりする
ためのネットワークの整備や業務系統ごとに対象データ

の一元管理に必要な変換処理，および業務系統間での更
新情報の共有などが必要となっている。鉄道システムで
は業務系統毎に異なるシステムが構築されているため，
分散型方式を採用する場合，各業務系統でネットワーク
の整備や変換処理，情報共有機能などを用意する必要が
生じるため，大規模な改修が発生することが予想される。
　したがって，鉄道では集中型の方が適しているといえ
る。例えば，スイス連邦鉄道（SBB）で利用されている
沿線列車モニタリングシステム（WTMS）８）では，走行
中の車両の状態監視データを沿線に設置された RFIDで
収集し，中央のデータベースで集中管理する，集中型を
採用している。なお，WTMSは，鉄道の全ての系統で
取得されるデータを対象としたものではない。
　鉄道では，車両，土木，電力，信号といった各業務系
統で独自の位置表現やデータ形式でデータを管理してい
る。これらのデータを統一のデータフォーマットに変換
するためには，各系統のデータ形式やデータの特徴，プ
ラットフォームへの要件を把握して，鉄道向けの仕様を
策定しなければならない。また，異なる位置表現やデー
タ形式を統合して管理するためのデータベースの仕様が
必要となる。さらに，コストや業務への影響を考慮する
と，既存システムを稼働させつつ，最低限の改修により
プラットフォームを構築できることも重要である。
　これらの課題を解決し，現状の鉄道システムに適した
プラットフォームの仕様を策定するため，以下のステッ
プで開発をすすめている。
　① プラットフォームの設計段階においては，鉄道向け
に求められる機能の整理と基本構成を提案する。

　② 鉄道総研所内試験線から得られるデータを集積する
プラットフォームのプロトタイプシステム（所内版
プラットフォーム）を構築し，動作検証を行う。

　③ 所内版プラットフォームに複数系統の実データを集
積して動作検証を行い，実装上の課題や仕様の不足
事項を抽出する。

　④ 所内版プラットフォームを用いたデモにより，統合
分析プラットフォームの活用可能性を各鉄道事業者
へ評価して頂き，仕様の深度化を図る。

　本稿では，上記開発ステップのうち，①プラットフォー
ムの設計と，②所内版プラットフォームの開発及び，そ
れを用いた一部機能の確認結果について紹介する。

３．プラットフォームの設計

3. 1　機能の整理
3. 1. 1　各系統のデータの特徴
　鉄道向け統合分析プラットフォームに求められる機能
を整理するため，各業務系統における，メンテナンスデー
タの特徴を調査した。その結果を表 1に示す。表 1の

図１　複数系統の相互関係の一例
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うち，データ受信点に着目すると，車両系統のデータは，
走行中に取得したデータは車内にある装置に蓄積される
ことが分かる。土木系統のデータは，本社・保守区等の
設備管理システムへデータが蓄積される。軌道系統の
データは，軌道検測車の移動距離に合わせて計測がなさ
れるため，時間軸のデータではなく，距離軸のデータと
して記録され，データは検測車に蓄積されることが分か
る。電力系統のデータは，データを取得している施設内
で閉じていることが分かる。信号系統のデータは，線区
や駅に紐づいて定義され，データそのものは機器室や沿
線の器具箱に集約される。このように，鉄道で取得され
るメンテナンスデータは，業務系統や取得する設備や装
置で閉じているものがほとんどであり，これらを統合分
析プラットフォームへ集積するためには，各業務系統の
システムと統合分析プラットフォームの間に車上と地上
間を含めたネットワークを構築する必要がある。また，
位置測定方法が異なることから，同じ座標軸でデータを
表示するためには，系統を超えた位置情報や時間の統一
的な管理が必要になる。さらに，デジタル技術の導入に
伴い，将来的には扱うデータ量がますます増えることが
予想されるため，拡張可能な設計とすることが望ましい。
3. 1. 2　システム要件の整理
　前項で示した条件を元に，統合分析プラットフォーム
に求められるシステム要件の整理を行った。なお，シス
テム要件はシステムの動作や機能，性能等多岐にわたる
が，本稿では鉄道向けの統合分析プラットフォームを構
築する上で特に重要と考えられる運用面とセキュリティ
面の要件を例として表 2に示す。
　本プラットフォームを各鉄道事業者へ展開するために
は，データの集積元となる既存保守システムとの連携が

容易であることが求められる。さらに，プラットフォー
ム構築時に，現在の業務を停止することはできないため，
既存の業務形態の変更が最小限であることを運用面の要
件として挙げた。また，プラットフォームを各業務系統
で利活用するためには，ユーザの希望する軸でのデータ
提供が必要不可欠である。さらに，鉄道現場は夜間業務
もある他，データのバッチ処理等を夜間に行うことも考
えらえるため，プラットフォームのサービス提供は原則
無停止であるとし，これらも運用面の要件として挙げた。
　また，攻撃者によるデータの改ざんや削除，障害等に
より本プラットフォーム内のデータの整合性が失われる
と，正しくないデータに基づくデータの分析や予測が行
われる。その結果，不適切な補修に起因する鉄道設備の
安全性の低下，異常時の対応の遅延等につながる恐れが
ある。その他，プラットフォーム外部からの攻撃による
対象データの窃取や過大な負荷による本プラットフォー
ムのシステムダウン等も考えられる。そのため，プラッ
トフォーム上の機器やネットワークの状態を遠隔で把握
できること，プラットフォーム外部との接続を必要最小

表１　各業務系統のデータの特徴

表２　システム要件
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限とすること，各種データが改ざんされないことをセ
キュリティ面の要件とした。

3. 2　統合分析プラットフォームのネットワーク構成
　表 2に示した要件を満たすためのプラットフォーム
のネットワーク構成図を図 2に示す。図 2の左側に位
置するものが，各系統のデータを集約するデータサーバ
に必要となる機器である。具体的には，各業務系統が保
管するメンテナンスデータの写しをそのままの形式・位
置表現で蓄積する「ミラーサーバ」，データ形式・位置
表現が異なる各業務系統のデータを統一形式へ変換する
「データ形式変換サーバ」，変換後のデータを蓄積する「統
一形式データサーバ」で構成される。この構成により，
各業務系統のデータ形式をそのままプラットフォームに
取り込み，プラットフォーム内部で統一のデータ形式・
位置表現に変換するため，表 2の要件 O1～O3を満たす。
　一方，図 2の右側に位置するものが，データ分析を行
う分析基盤に必要となる機器である。分析基盤は，プラッ
トフォームに蓄積されたデータに対して，データの分析・
表示処理を行う「アプリケーションサーバ（以下，アプ
リサーバ）」で構成される。アプリサーバとして，デー
タの前処理や分析をする「分析サーバ」，データの表示
処理を行う「表示サーバ」，各業務系統の通常業務で使
用する「系統別アプリサーバ」の 3種類を想定した。ま
た，ユーザが扱いたいデータ形式や分析処理等を受け付
け，処理結果の表示やダウンロードが可能なインタ
フェースを提供するWebサーバをプラットフォームの
入口に設置する。Webサーバより先のアクセスは，認
証されたユーザのみが許可される。この構成により，要
件 S2を満たす。
　さらに，これらの機器および機器間のネットワークの
監視，ユーザおよび管理者の認証等の機能を有する管理
サーバ，およびプラットフォーム内の通信を制御する
ネットワーク制御装置も設置する。これら機器のログ監
視により，要件 S1を満たす。また，認証やネットワー

ク機器によるセキュリティ対策により，データベースを
改ざん等から守り，要件 S3を満たす。
　提案するネットワーク構成では，将来のデータやユー
ザの規模の変化への柔軟な対応や不正なアクセス等の遮
断を考慮し，複数の機器を機能単位で 1つのセグメント
とした。この構成により，セグメント内で機器を冗長化
させ，要件 O4を満たす。

3. 3　データサーバの機能
3. 3. 1　統一形式データサーバ
　統一形式データサーバは，各系統の多様な形式のデー
タを管理し，アプリサーバからの様々な検索条件を受け
付けるため，リレーショナル型データベースでデータを
管理する構成とした。各系統のデータを管理するため，
それぞれのデータの整理をした結果，共通して管理され
ている項目と，系統固有の項目とがあることから，共通
項目を統一のデータ形式で管理するテーブル（以下，「共
通テーブル」）と個別の項目を管理するテーブル（以下，
「個別テーブル」）を組み合わせる構成とした。共通テー
ブルは，業務系統，管理区所，設備の所在，共通する計
測条件（計測対象設備，計測開始日時等），時刻や位置
情報に関するメタ情報等とした。一方，個別テーブルは
設備の種類毎に代表的な諸元項目，機器毎の固有の設定
項目，計測データ等とした。また，地上設備の所在地や
計測地点のように，位置情報を含む共通／個別テーブル
は，各業務系統独自の表現形式と一元化した表現形式の
両方を持つ構成とした。図 3に計測データに関する統一
形式データのフォーマットを示す。図 3の機器 IDから
列車番号までのフィールドは，計測機器の種類を問わず
共通するフィールドであり，計測値はそれぞれの計測機
器で同時に計測する項目数分のフィールドである。また，
図 3の「計測地点（元形式）」が各業務系統独自の表現
形式により，「計測地点（統一形式）」が一元化した表現
形式により，それぞれ位置情報を格納するフィールドで
ある。以降では，統一形式データサーバで扱うデータ形
式のことを「統一形式」と呼ぶ。
3. 3. 2　データ登録処理の流れ
　次に，各業務系統のデータを統一形式データサーバに
登録する処理の流れを図 4に示す。3.2節で示したとお
り，データ登録では，ミラーサーバへ各業務系統のデー

図２　プラットフォームのネットワーク構成図 図３　統一形式データフォーマット（計測データ）
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タをそのままのフォーマットで集積した上で，データ変
換処理サーバにおいてデータを統一形式へ変換し，統一
形式データサーバへデータが集積される。
　ミラーサーバへ各系統のデータを集積するためには，
各系統のデータの蓄積先である業務系統別データサーバ
のアドレスや，ミラーサーバから業務系統別データサー
バへの問合せ頻度を設定する必要がある。また，データ
形式変換サーバで，データのフォーマットを統一形式へ
変換するためには，元データのデータ項目と統一形式の
データ項目との対応関係を定義する必要がある。そこで，
データ形式変換サーバにおいて，コピー先とタイミング
（以下，「問い合わせルール」），データの対応関係（以下，
「データ形式変換ルール」）を設定することとした。こ
の設定完了後，データ形式変換サーバは，問合せルール
をミラーサーバに送信する。ミラーサーバは，問合せルー
ルに基づき，各系統のデータをミラーサーバへ集積する。
各業務系統では，IP通信対応な機器にデータを蓄積し，
当該機器へのミラーサーバからのアクセスを許可するの
みでよいため，現状の業務への支障は極力少なくて済む
と考えられる。
　また，データ形式変換サーバでは，各系統固有の位置
情報を格納する「計測地点（元形式）」に対して，一元
化した位置情報「計測地点（統一形式）」の情報も付与し，
統一形式に変換したデータを統一形式データサーバへ送
信する。

3. 4　分析基盤の構成
3. 4. 1　アプリサーバセグメント
　ユーザが統合分析プラットフォームで集積されたデー
タを分析基盤を用いて活用する場合を想定する。ここで，
分析基盤の機能を提供するサーバを配置するセグメント
を「アプリサーバセグメント」と呼ぶ。以降では，アプ
リサーバセグメント内のサーバの機能について示す。
　分析基盤のメニューとして，データ分析機能が挙げら
れる。深層学習等を含む自系統で開発した分析手法を他
分野でも利用可能とするため，計算処理に特化したサー
バを「分析サーバ」として構築する。データ分析の他に，
データ表示も分析基盤の機能とする。データ表示に関し
ては，描画やデータの拡大等が高速で処理できるような

サーバとし，「表示サーバ」として構築する。また，表
示させるデータや分析処理させるデータを検索するため
の検索メニューも保有する。表示サーバで描画するデー
タの参照元となる統一形式データでは，位置情報とそれ
に対応する時間情報も保有するため，表示サーバでは，
横軸を距離軸と時間軸で表示できるようにする。また，
ミラーサーバには，各系統のデータ形式のままデータが
集積されているため，プラットフォーム内に各系統で提
供されるアプリケーションを実装することにより，他系
統のアプリケーションが利用可能となる。このように各
系統のアプリケーションを実装するためのサーバを「系
統別アプリサーバ」と呼ぶ。系統別アプリサーバに実装
されるアプリケーションの一例として，軌道保守管理
データベースシステム「LABOCS」４）が考えられる。
3. 4. 2　分析基盤利用の流れ
　分析基盤利用の流れを図 5に示す。ユーザが分析基盤
を利用するためには，まずWebサーバへアクセスする。
Webサーバは認証サーバにより，ユーザの認証を行い，
正規のユーザである場合は，アクセス許可をする。Web
サーバはユーザが要求する実行条件に応じて，アプリ
サーバセグメント内のサーバに条件を送信する。アプリ
サーバセグメント内のサーバは，条件に基づいて，必要
なデータを統一形式データサーバまたはミラーサーバへ
要求し，取得する。そして，実行条件に応じてデータを
処理し，処理結果をWebサーバへ送信し，Webサーバ
はユーザにそれを表示する。
　ユーザは，Webサーバを介すことにより，アプリサー
バセグメント内の機能を実行する。また，データサーバ
セグメントやミラーサーバへは，アプリサーバセグメン
トのサーバからのデータ要求だけを受け付ける。これに
より，統合分析プラットフォーム内部へ不必要にアクセ
スができない仕様とし，プラットフォームのセキュリ
ティを担保する。

４．所内版プラットフォームの構築

　3章で提案したデータ登録処理や分析基盤利用の流れ
を実機により動作確認し，仕様の不足事項を抽出するた
め，図 2に示したネットワーク構成を元に，所内版プ

図４　データ登録処理
図５　分析基盤を利用する処理の流れ
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ラットフォームを構築した（図 6）９）。なお，開発のし
やすさから，今回構築した所内版プラットフォームでは，
表示サーバの機能をWebサーバに実装した。今後，こ
の機能は表示サーバに移行する予定である。
　この所内版プラットフォームを用いて，3.3.2項に示
したデータ登録処理の動作検証を行った。動作検証用と
して用意したサンプルデータは，計測条件と計測データ
の対で構成されており，新規にデータが追加される場合
は，このデータの対が新たに発生する。このサンプルデー
タを業務系統別サーバへ置き，データ登録を実行した。
　データ登録処理を実行した結果，統一形式データでは，
計測条件が統一形式のデータテーブルに変換されたこと
を確認した。また，統一形式データテーブルでは，計測
条件と計測データが紐づいており，計測条件が変わらな
い計測データが新たに系統別データサーバへ蓄積された
場合，統一形式データサーバ内の既存の計測データテー
ブルに新規データが追加されることを確認した。
　次に，計測条件の変わらない軌道系統の 4計測分のサ
ンプルデータを統一形式データに変換し，表示サーバで
描画した例を図 7に示す。図中の上側にある赤丸は，計
測データがある箇所を表す。このうち，左から 2つ目を
拡大したものが図 7の下側である。元形式のデータで
は，計測ごとにデータの対が発生するため，同じ時間軸
上に複数時点の計測データを表示することができないの
に対して，統一形式データでは，同じテーブルにデータ
が追加されるため，図 7に示したとおり複数時点の計測
データを同じ時間軸上で表示することが可能である。

５．まとめ

　本稿では，鉄道の各業務系統で取得されるデータを集
約し，系統を超えたデータの共有・活用を実現する「統
合分析プラットフォーム」の仕様を策定するため，各系
統のデータの特徴を整理し，必要な機能要件をまとめた。
そして，この機能要件を満たすプラットフォームのネッ
トワーク構成案を作成した。また，プラットフォームに
おけるデータベースや分析基盤が持つ機能や処理の流れ
を示した。さらに，提案した仕様の一部を所内版プラッ
トフォームとして開発・実装し，当該機能が仕様通り動
作することを確認した。
　今後は，所内版プラットフォーム上に複数系統の実
データを取り込み，プラットフォームの機能確認と仕様
の深度化，さらに，実データによる分野横断のデータ分
析の効果を示す予定である。
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